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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

(1) 連結経営指標等

 

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 35,898 35,319 35,170 33,495 33,082

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △65 5 264 800 350

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(百万円) △28 112 140 543 209

包括利益 (百万円) 24 548 21 541 382

純資産額 (百万円) 3,275 3,847 3,776 4,224 4,514

総資産額 (百万円) 18,656 18,287 17,786 17,907 17,807

１株当たり純資産額 (円) 206.89 243.63 238.84 2,674.68 2,853.12

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) △1.84 7.32 9.17 355.21 137.02

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 17.0 20.4 20.5 22.8 24.5

自己資本利益率 (％) ― 3.3 3.8 14.0 5.0

株価収益率 (倍) ― 24.45 18.77 9.54 15.33

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 565 208 110 1,376 △118

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △548 40 △270 △711 △440

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 83 △199 △195 △41 △497

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 1,567 1,676 1,305 1,872 830

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
728 704 695 700 718

〔53〕 〔48〕 〔53〕 〔58〕 〔59〕
 　
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第78期、第79期、第80期及び第81期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

３．第77期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

４．第77期の自己資本利益率、株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純損失を計上しているため記

載しておりません。

５．当社は、平成29年10月１日を効力発生日として普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しておりま

す。これに伴い、第80期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当

期純利益を算定しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 34,186 33,182 32,549 31,186 30,652

経常利益 (百万円) 18 2 213 586 200

当期純利益 (百万円) 41 122 107 407 130

資本金 (百万円) 1,374 1,374 1,374 1,374 1,374

発行済株式総数 (株) 16,861,544 16,861,544 16,861,544 16,861,544 1,686,154

純資産額 (百万円) 3,388 3,778 3,656 4,002 4,130

総資産額 (百万円) 17,073 16,686 16,301 16,479 16,335

１株当たり純資産額 (円) 221.31 246.84 238.92 2,616.07 2,701.12

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

6.00 6.00 6.00 6.00 60.00

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 2.72 8.02 7.05 266.01 85.24

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 19.8 22.6 22.4 24.3 25.3

自己資本利益率 (％) 1.2 3.4 2.9 10.6 3.2

株価収益率 (倍) 56.17 22.32 24.39 12.74 24.65

配当性向 (％) 220.3 74.8 85.1 22.6 70.4

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
439 423 412 424 438

〔47〕 〔47〕 〔52〕 〔57〕 〔58〕
 　
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は、平成29年10月１日を効力発生日として普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しておりま

す。これに伴い、第80期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当

期純利益を算定しております。
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２ 【沿革】
 

昭和22年10月 東京都千代田区にスーパーバッグ株式会社の前身である株式会社福田商会を設立。

昭和25年３月 東京都新宿区に蝋引加工紙工場を完成。

昭和27年２月 製袋機を輸入し平袋の機械製袋を開始。

昭和28年８月 わが国初の角底自動製袋機を輸入し、角底紙袋の機械製袋を開始。

昭和32年１月 角底袋の商標名をスーパーバッグと命名。

昭和32年11月 東京都新宿区に東京工場を新設し、ラミネーターによるポリエチレン加工紙の製造を開

始。

昭和37年１月 埼玉県所沢市に現在の主要工場である所沢工場を新設。その後数次に亘り増設工事を実

施し、その間に東京工場の設備をここに移設。

昭和38年６月 商号をスーパーバッグ株式会社に変更。

昭和39年５月 東京証券取引所市場第２部に上場。

昭和47年２月 本社を東京都新宿区に移転。

昭和49年９月 有限会社中土製袋所(平成11年１月株式会社に組織変更　現・連結子会社)に出資。

昭和56年６月 埼玉県鶴ヶ島市に鶴ヶ島工場を新設。

昭和56年12月 Ｓ・Ｖ・Ｓ(スーパーバッグ・ベンダー・システム)発足。

昭和62年11月 本社を東京都豊島区に移転。

平成３年９月 台湾に台湾超級包装材料股份有限公司(現・連結子会社)を設立。

平成４年３月 北海道三笠市に北海道スーパーバッグ株式会社(現・連結子会社)を設立。

平成５年５月 上海に上海世霸包装材料有限公司(現・連結子会社)を設立。

平成７年12月 管理本部を所沢工場内に移転。

平成11年８月 鶴ヶ島工場がISO9001(品質)認証を取得。

平成14年９月 所沢工場がISO9001(品質)認証を取得。

平成15年８月 鶴ヶ島工場がISO14001(環境)認証を取得。

平成17年６月 所沢工場がISO14001(環境)認証を取得。

平成22年12月 上海に上海世霸商貿有限公司(現・連結子会社)を設立。
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３ 【事業の内容】
 

当社グループは、当社、子会社５社、関連会社１社及びその他の関係会社１社で構成され、主として紙袋、レジ袋

の製造、販売及びこれらに関連する事業を営んでおります。

当社グループの事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、以下に示す区分

は、セグメントと同一の区分であります。

紙製品事業

連結財務諸表提出会社(以下当社という。)が原紙を北海道スーパーバッグ㈱(連結子会社)に有償支給し、同社

が製造した紙袋等を当社が一括購入しており、自社で製造した紙袋等と共に販売しております。また、上海世

霸包装材料有限公司（連結子会社）を経由して紙袋等を購入しております。

化成品事業

当社が㈱中土製袋所(連結子会社)にポリエチレン樹脂を有償支給し、同社が製造したポリ袋等を当社が一括購

入し、販売しております。

また、上海世霸包装材料有限公司(連結子会社)にポリエチレン樹脂の一部を有償支給し、同社が製造したポリ

袋等を商社を経由して当社が購入し、国内販売しております。

その他事業

当社において展開しております用度品、消耗資材の一括受注納品システムＳ・Ｖ・Ｓ(スーパーバッグ・ベン

ダー・システム)を中心とした事業部門であります。

また、台湾超級包装材料股份有限公司、上海世霸商貿有限公司及びNARAI SUPERBAG CO.,LTD.は、独自に仕入並び

に販売を行っております。

事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金

又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)       

㈱中土製袋所 富山県富山市 45 化成品事業 85.7 ―

当社製品の製造を委託して
おります。
当社が金融機関からの借入
金に対し、債務保証を行っ
ております。
役員の兼任　４名

北海道スーパーバッグ㈱ 北海道三笠市 60 紙製品事業 100.0 ―

当社製品の製造を委託して
おります。
当社が金融機関からの借入
金に対し、債務保証を行っ
ております。
役員の兼任　４名

上海世霸包装材料有限公司
(注)３

中華人民共和国
上海市

660
万米ドル

化成品事業 85.0 ―

当社製品の製造を委託して
おります。
当社が金融機関からの借入
金に対し、債務保証を行っ
ております。
役員の兼任　４名

台湾超級包装材料股份有限
公司

中華民国台湾省

台北市

600

万台湾ドル
紙製品事業 89.8 ―

当社の製品を販売しており
ます。
当社が金融機関からの借入
金に対し、債務保証を行っ
ております。
役員の兼任　５名

上海世霸商貿有限公司
中華人民共和国
上海市

50
万人民元

その他事業
100.0

[100.0]
―

中国国内にて、上海世霸包
装材料有限公司の製品、用
度品、消耗資材等の販売を
行っております。
当社との重要な営業取引は
ありません。

(持分法適用関連会社)       

NARAI SUPERBAG CO.,LTD.
BANGKOK,

THAILAND

5,000

万タイバーツ
紙製品事業 33.0 ― 役員の兼任　１名

(その他の関係会社)       

福田産業㈱ 東京都千代田区 60
不動産の管理・
賃貸

─ 29.5 ―

 

 

(注) １．「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２．「議決権の所有(被所有)割合」欄の[内書]は間接所有であります。

３．特定子会社であります。

４．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

５．売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％未満のため、主要な損益情報

等の記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

スーパーバッグ株式会社(E00675)

有価証券報告書

 6/88



 

５ 【従業員の状況】
 

(1) 連結会社の状況

平成30年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

紙製品事業 352 〔47〕

化成品事業 291 〔 6〕

その他事業 42 〔 4〕

全社(共通) 33 〔 2〕

合計 718 〔59〕
 

 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

３．全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成30年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

438 〔58〕 37.5 15.4 4,431
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

紙製品事業 304 〔47〕

化成品事業 63 〔 5〕

その他事業 38 〔 4〕

全社(共通) 33 〔 2〕

合計 438 〔58〕
 

 

(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員

を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４．全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

(3) 労働組合の状況

当社には、スーパーバッグ労働組合(組合員数332人)が組織されており、ＵＡゼンセン総合製造部会に加盟して

おります。労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。

なお、連結子会社には、労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】
 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断したも

のであります。

(1) 会社の経営の基本方針

当社は、株主重視の基本姿勢を堅持しつつ、わが国製袋業界のパイオニアとして、『パッケージ関連事業を軸

に、お客様のニーズと変化に積極果敢に挑戦すること』、『ステークホルダーへの責任を果たし、存在感のある強

い会社を目指すこと』、『明るく活発で希望のある社風をつくり、社員とその家族の幸せを追及すること』を経営

理念として掲げております。

(2) 目標とする経営指標

当社グループは、営業利益の拡大および営業利益率の改善を目指しており、その達成度を測るため、売上高、営

業利益、営業利益率を重視しております。また、財務体質強化および株主の持分に対する投資収益率の向上を目指

す観点から、自己資本比率とROE（自己資本利益率）を重視した経営を行ってまいります。

(3) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

今後のわが国経済につきましては、雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな景気回復への期待感があるものの、

海外経済の不確実性や、金融資本市場の変動の影響などによる景気下振れが懸念されております。また当社におき

ましては、原材料市況および為替変動による収支への影響から、先行き不透明な経営環境が続くものと予想されま

す。

このような環境のもと当社グループは、今年度を初年度とする新中期経営計画において、この３ヵ年を『営業／

調達改革の３ヵ年』と位置づけ、企業体質の変革に取り組むことを目標としております。

そのために、『関係会社を含む各部門の強化』を対処すべき課題として掲げ、

①営業、調達、生産、物流各部門の協働による収益力の強化

②全部門原価意識と市場・需要に応じた販売価格の徹底

③グループ一体経営の加速

④人の育成と活性化、開発力の強化、更なる品質向上へのチャレンジ

を基本方針として重点的に取り組んでまいります。

　

２ 【事業等のリスク】
 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性がある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断

したものであります。

(1) 財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変動

①為替相場の変動

当社の取扱商品には海外からの輸入品が含まれており、主力製品のレジ袋の輸入比率は、平成28年３月期

82.7％、平成29年３月期78.8％、平成30年３月期72.7％となっております。このため、当社は為替相場の変動

によるリスクをヘッジする目的で、常時為替予約を行っておりますが、これにより当該リスクをすべて排除す

ることは不可能であり、為替レートの変動は当社グループの業績に少なからず影響を与えております。

②原材料購入価格の変動

原油価格の騰落に関連して、石油化学メーカーによる化成品原料価格や当社の主力製品であるレジ袋の仕入

価格の変動が継続しております。また、製紙メーカーによる紙製品原料価格についても、今後、更なる仕入価

格の変動が生じた場合、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

③投資の減損処理

当社グループは、長期的な取引関係を維持するために、特定の顧客や金融機関の株式を保有しており、将来

の市況悪化または投資先の業績不振等により、損失または簿価の回収不能が生じた場合に、評価損の計上が必

要となる可能性があります。
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④固定資産の減損会計

当社グループの保有する固定資産について実質的価値が下落し、減損処理が必要となった場合、当社グループ

の業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

⑤退職給付債務

当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の時

価および期待収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変

更された場合には、その影響は累積され、さらに将来にわたって認識されることになり、将来期間における費用

および債務に影響を及ぼします。また、年金制度の変更により未認識の過去勤務費用が発生したり、金利環境の

変動に伴う一層の割引率の低下や運用利回りの悪化は、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能

性があります。

⑥債権管理

当社グループは、顧客の支払不能時に発生する損失の見積額について、顧客の財政状態が悪化し、支払不能ま

たは支払能力が低下した場合に、貸倒引当金の追加計上が必要となる可能性があります。

(2) 特定の取引先等で取引の継続性が不安定であるものへの依存度について

当社グループ製品の主要な販売先は小売業、量販店であり、国内の景気後退およびそれに伴う需要の縮小やデフ

レによる小売価格の低下は、当社グループの業績および財務状況に少なからず影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループの事業は、競合他社が海外生産を行い低廉な人件費を基に当社グループと同種の製品をより

低価格で販売した場合、価格競争が熾烈化し、その結果、当社グループの売上が影響を受ける可能性があります。

(3) 特定の製品、技術等で将来性が不明確であるものへの依存度について

当社グループ収入の殆どは既存の素材・仕様・規格を基に製造した製品の売上に拠っております。当社グループ

では、顧客のニーズにお応えするよう新製品の開発に取り組んでおりますが、顧客からの支持を獲得できる新製品

または新技術を正確に予想することはできず、またこれらの製品の販売が成功する保証はなく、当社グループが業

界と市場の変化を十分に予測できず、魅力ある新製品を開発できない場合には、将来の成長と収益性を低下させ、

業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

また、品質管理につきましては、国際的に認知されている品質管理基準に従って製造を行っておりますが、予想

を超える重大な品質トラブルが発生した場合には、当社グループの製品全体の評価に重大な影響を与え、当社グ

ループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 特有の法的規制、重要な訴訟事件等の発生について

当社グループの事業は、環境規制や知的財産等の法規制の適用を受けており、訴訟等が発生し、当社グループに

不利な判断がなされた場合には、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

(5) 自然災害による影響

当社グループは、日本国内およびアジアに製造拠点があり、これらの製造拠点が所在する地域で大規模な地震や

風水害等の自然災害が発生した場合には、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
 

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以

下「経営成績等」という。）の状況の概要並びに経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識

及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 
 (1) 経営成績

①経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢の改善をはじめとした景気回復基調が続く一方

で、地政学リスクや米国・欧州における政治経済動向などの影響により、依然として不透明な状況が続きまし

た。

当社グループを取り巻く経営環境につきましては、個人消費の節約志向は依然として根強く、回復感に乏しい

傾向にある一方、化成品原材料価格がじり高で推移したほか、物流コストが上昇した影響などから、厳しい状況

が続きました。

このような環境のもと、当社グループは『収益力とグループ総合力の強化に向けた変革』を基本方針として、

安定した収益の確保に向け、「売上の確保」、「生産の拡大・生産効率の向上」、「利益拡大」、「管理体制の

強化」などを課題として、引き続き需要の開拓と徹底したコスト削減に取り組み、業績向上に努めてまいりまし

た。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は33,082百万円（前年同期比1.2％減）、営業利益320百万円（前年同期

比65.1％減）、経常利益350百万円（前年同期比56.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益209百万円（前年

同期比61.4％減）となりました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

なお、各セグメントのセグメント損益（営業損益）は、「セグメント情報等」に記載のとおり、各セグメント

に配分していない全社費用703百万円を配分する前の金額であります。

 「紙製品事業」

紙製品事業につきましては、販売数量は前年と比べほぼ横ばいであったものの、主力の手提袋において、高付

加価値の製品に対しての引き合いが多く、販売金額が増加したことなどにより、売上高は前年同期に比べ38百万

円増加して13,725百万円となりました。セグメント利益（営業利益）は生産効率が向上し生産金額が増加したも

のの、原材料費や労務費などの製造コストが増加したことにより生産利益は横ばいとなり、仕入品の価格上昇

や、物流コスト増などを主因として販売管理費が増加したことから、前年同期に比べ146百万円減少して654百万

円となりました。

 「化成品事業」

化成品事業につきましては、主力のレジ袋の商流変更や、不採算取引の見直しによる販売数量減少などによ

り、売上高は前年同期に比べ460百万円減少して12,658百万円となりました。セグメント利益（営業利益）は、原

材料市況および為替変動の影響による原材料価格および仕入価格の上昇に加え、物流コスト増などを主因として

販売管理費が増加し、前年同期に比べ358百万円減少して344百万円となりました。

 「その他事業」

その他事業につきましては、Ｓ・Ｖ・Ｓ（スーパーバッグ・ベンダー・システム）を主たる事業として展開し

ておりますが、新規ベンダーの獲得による売上増加はあるものの、主な得意先である流通大手の統合や商流変更

の影響もあり、売上高は前年同期に比べ9百万円微増にとどまり6,698百万円となりました。品目ごとの売上構成

では、清掃用品、販売用品およびギフト用品が増加しております。セグメント利益（営業利益）は物流コスト増

などを主因として販売管理費が増加したことなどにより、前年同期に比べ45百万円減少して24百万円となりまし

た。
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②生産、受注及び販売の実績

　イ 生産実績

 当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

紙製品事業 9,735 ＋3.9

化成品事業 3,604 ＋8.1

合計 13,339 ＋5.0
 

 

(注) １．金額は販売価格により算出しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

　ロ 受注実績

 当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称
受注高
(百万円)

前年同期比
(％)

受注残高
(百万円)

前年同期比
(％)

紙製品事業 13,715 ＋0.3 1,066 △1.0

化成品事業 12,605 △3.1 1,034 △4.9

その他事業 6,705 ＋0.5 538 ＋1.3

合計 33,025 △1.0 2,638 △2.1
 

 

(注) 　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

　ハ 販売実績

 当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

紙製品事業 13,725 ＋0.3

化成品事業 12,658 △3.5

その他事業 6,698 ＋0.1

合計 33,082 △1.2
 

 

(注) 　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 財政状態

総資産は、前連結会計年度末に比べ100百万円減少して17,807百万円となりました。流動資産は、受取手形及び

売掛金が149百万円増加、たな卸資産が189百万円増加、電子記録債権が79百万円増加した一方、現金及び預金が

1,065百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ577百万円減少の11,299百万円となりました。固定

資産は、投資有価証券の時価評価差額が140百万円増加、設備投資等により578百万円増加、退職給付に係る資産が

130百万円増加した一方、有形固定資産の減価償却費379百万円により減少したことなどから、前連結会計年度末に

比べ477百万円増加の6,507百万円となりました。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ390百万円減少して13,292百万円となりました。これは、未払金及び設備

関係未払金が165百万円増加した一方、短期借入金及び長期借入金が352百万円減少、未払法人税が167百万円減少

したことなどによるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ289百万円増加して4,514百万円となりました。これは、親会社株主に帰

属する当期純利益計上により209百万円増加、その他有価証券評価差額金が97百万円増加した一方、剰余金の配当

で91百万円減少したことなどによるものであります。この結果、１株当たり純資産額は、前連結会計年度末に比べ

178.44円増加し2,853.12円に、自己資本比率は、前連結会計年度末の22.8％から24.5％になりました。

 

(3) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は830百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,041百万円

減少しております。その内訳は次のとおりであります。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」

当連結会計年度における営業活動による資金の減少は、118百万円（前年同期は1,376百万円の増加）とな

り　ました。

これは、税金等調整前当期純利益356百万円、減価償却費381百万円等資金が増加したものの、売上債権の増

加225百万円、たな卸資産の増加189百万円、法人税等の支払額230百万円等資金が減少したことなどによるもの

であります。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、440百万円（前年同期は711百万円の減少）となりま

した。

これは、投資有価証券及び固定資産の取得による支出481百万円等資金が減少したことなどによるものであり

ます。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、497百万円（前年同期は41百万円の減少）となりまし

た。

これは、借入金が純額で339百万円減少、リース債務の返済による支出63百万円、配当金の支払額93百万円等

資金が減少したことなどによるものであります。

 
当社グループの資本の財源および資金の流動性について、当社グループは、事業活動のための適切な資金確保、

流動性の維持、並びに健全な財政状態を常にめざし、安定的な営業キャッシュ・フローの創出や資金調達手段の確

保に努めております。設備投資などの長期資金需要につきましては、自己資金および主に金融機関からの長期借入

など、金利コストの最小化を図れるような調達方法を検討し対応しております。また運転資金需要につきまして

は、自己資金、営業活動から得られるキャッシュ・フローに加え、金融機関からの当座貸越枠を利用した短期借入

金により対応しております。

 

４ 【経営上の重要な契約等】
 

該当事項はありません。
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５ 【研究開発活動】
 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、お客様のニーズに的確にお応えするために、新素材の開発から製品の開

発、さらには生産技術の開発に至るまで、積極的な研究開発活動を行っております。

現在、研究開発は、当社の開発プロジェクトチームと開発部商品開発室、製品デザインセンターを中心に推進され

ており、研究開発スタッフは、グループ全体で16名となっております。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、18百万円であり、セグメントごとの研究開発活動について

示すと、次のとおりであります。

(1) 紙製品事業

①環境配慮型製品の開発

有限な資源を活用するために再生紙、森林認証紙、非木材紙等の利用推進、リサイクル素材の活用及び拡大に

向け開発検討を行っております。また、自社製品の製造段階で発生するＣＯ2の削減、省エネ化、節電、廃棄物

削減の取り組みも継続的に進めております。

②主要な研究課題

環境負荷の少ない水性フレキソ印刷をベースに高性能、高付加価値製品の開発研究を主要課題として取り組む

とともに、リサイクル、リユースの考え方や要素を取り入れた袋類の開発をしております。

当事業に係わる研究開発費は、13百万円であります。

(2) 化成品事業

世界的にプラスチックの使用方法を見直す動きがございますがプラスチックが有する物質性は優れた内容である

ことも事実です。当社グループでは以下の研究開発活動を行っております。

①新素材の研究開発

ベンチャー企業がパイロットプラントで試作をした環境対応型の新素材を用いた製品の製造を研究開発してお

ります。

②植物由来原料の研究

植物由来原料の使用範囲を更に拡大する研究開発を継続しております。市場ではバイオマスマーク付きの商品

が増加しており、当社グループにおいても、更なるＣＯ2削減に貢献する製商品の拡充を図ってまいります。

③生分解プラスチックの研究

欧米比較で我が国は生分解プラスチックの利用範囲率が低いとの見解に対し、利用範囲を拡大する意向の気運

が各業界より高まっております。

物性値・コスト・消費期限管理等の問題がございますが引き続き研究開発をしてまいります。

④水溶性フレキソ印刷の研究

当社グループはフィルムのフレキソ印刷の技術では高評価を賜っております。昨今、コンビニエンスストアの

ファストフード商材等には、ボタニカルインキ、ライスインキの使用が一般的となっておりますが、今後も、環

境面からお客様のニーズに応えるべく、更に環境に配慮したインキ、印刷の研究開発をしてまいります。

当事業に係わる研究開発費は、5百万円であります。

(3) その他事業

用度品の一括納入システムＳ・Ｖ・Ｓ（スーパーバッグ・ベンダー・システム）を中心とした事業部門であり、

当事業に係わる研究開発費については、該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】
 

当連結会計年度の設備投資等については、長期的に成長が期待できる製品分野に重点を置き、生産設備の増強、な

らびに省力化、合理化のための設備投資を継続的に実施しております。なお、有形固定資産のほか、無形固定資産へ

の投資を含めて記載しております。

当社グループ（当社及び連結子会社）における当連結会計年度の設備投資等の総額は578百万円であり、セグメン

トごとの設備投資等について示すと、次のとおりであります。

(1) 紙製品事業

当連結会計年度の主要な設備投資等は、紙袋生産設備の増強として当社所沢工場において298百万円、鶴ヶ島工

場において129百万円、北海道スーパーバッグ(株)において15百万円の投資を実施しました。

当事業における設備投資等の総額は、452百万円であります。

(2) 化成品事業

当連結会計年度の主要な設備投資等は、ポリエチレン加工品生産設備の増強として㈱中土製袋所において29百万

円、上海世霸包装材料有限公司において84百万円の投資を実施しました。

当事業における設備投資等の総額は、115百万円であります。

(3) その他事業

当連結会計年度の当事業における設備投資等の総額は、0百万円であります。

(4) 全社（共通）

当連結会計年度の設備投資等の総額は、11百万円であり、主に当社管理部門の事務機器などであります。

　

いずれの事業も当連結会計年度において、重要な設備の除却・売却等はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】
 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成30年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

本部
(埼玉県所沢市)
他全社共用資産

全社(共通) その他設備 99 0
84

(39,455)
1 2 188

33
〔 2〕

所沢工場
(埼玉県所沢市)
他従業員社宅

紙製品事業
紙加工品
生産設備

434 431
499

(35,103)
2 157 1,525

170
〔31〕

鶴ヶ島工場
(埼玉県鶴ヶ島市)

紙製品事業
紙加工品
生産設備

257 141
349

(22,950)
384 104 1,238

58
〔10〕

本社
(東京都豊島区)
他８支店営業所
(注)５

全社(共通) その他設備 7 0
―
(―)

6 0 13
159

〔 7〕

所沢物流センター
(埼玉県入間市)
(注)５

全社(共通)
製品保管
設備

8 0
―
(―)

2 2 12
18

〔 8〕

 

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
３．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。
４．従業員数の〔　〕は、臨時従業員数であり、年間の平均人員を外数で記載しております。
５．建物の一部を賃借しております。年間賃借料は67百万円であります。
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(2) 国内子会社

平成30年３月31日現在

会社名

(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

㈱中土製袋所

(富山県富山市)
化成品事業

ポリエチレ
ン加工品生
産設備

216 11
182

(32,903)
― 17 428

29
〔 1〕

北海道スーパーバッグ㈱

(北海道三笠市)
紙製品事業

紙加工品
生産設備

122 92
6

(24,049)
― 0 222

35
〔―〕

 

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
３．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。
４．従業員数の〔　〕は、臨時従業員数であり、年間の平均人員を外数で記載しております。

　

(3) 在外子会社

平成29年12月31日現在

会社名

(所在地)
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

上海世霸包装材料
有限公司
(中華人民共和国上海市)

化成品事業
ポリエチレ
ン加工品生
産設備

160 249
―

(11,351)
― 30 440

199
〔―〕

上海世霸商貿有限公司

(中華人民共和国上海市)
その他事業 本社機能 ― 2

―
(―)

― 0 3
4

〔―〕
 

　
平成30年３月31日現在

会社名

(所在地)
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

台湾超級包装材料股份
有限公司
(中華民国台湾省台北市)

紙製品事業 本社機能 　0 0
―
(―)

― 0 0
13

〔―〕
 

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
３．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。
４．従業員数の〔　〕は、臨時従業員数であり、年間の平均人員を外数で記載しております。
５. 上海世霸包装材料有限公司の土地の面積は土地使用権に係るものであり、土地使用権の帳簿価格は31百万円

であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】
 

当社グループ(当社及び連結子会社)の重要な設備の新設、除却等の計画は、以下のとおりであります。

(1) 新設

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社

所沢工場
(埼玉県所沢市)

紙製品事業
紙加工品
生産設備

88 ― 借入金
平成29年
11月

平成30年
６月

生産能力
に重要な
影響はあ
りませ
ん。

所沢工場
(埼玉県所沢市)

紙製品事業
紙加工品
生産設備

85 27 借入金
平成29年
８月

平成30年
７月

鶴ヶ島工場
(埼玉県鶴ヶ島市)

紙製品事業
紙加工品
生産設備

312 89 借入金
平成29年
12月

平成30年
10月

㈱中土製袋所 (富山県富山市) 化成品事業
ポリエチレ
ン加工品生
産設備

25 ― 借入金
平成30年
９月

平成30年
10月

上海世霸包装
材料有限公司

(中華人民共和国
上海市)

化成品事業
ポリエチレ
ン加工品生
産設備

17 5 借入金
平成29年
12月

平成30年
７月

 

 

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】
 

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,763,000

計 5,763,000
 

(注)　平成29年６月29日開催の第80回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で当社普通株式10株を１株とす

る株式併合に伴う定款変更が行われ、発行可能株式総数は51,867,000株減少し、5,763,000株となっておりま

す。
　

② 【発行済株式】
　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成30年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,686,154 1,686,154
東京証券取引所
市場第２部

単元株式数は100株でありま
す。

計 1,686,154 1,686,154 ― ―
 

(注) １．平成29年６月29日開催の第80回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で当社普通株式10株を１株に

併合いたしました。これにより、発行済株式総数は15,175,390株減少し、1,686,154株となっております。

２．平成29年６月29日開催の第80回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で単元株式数を1,000株から

100株に変更しております。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年10月１日
(注)

△15,175,390 1,686,154 ― 1,374 ― 849
 

(注)　平成29年６月29日開催の第80回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で当社普通株式10株を１株に併

合いたしました。これにより、発行済株式総数は15,175,390株減少し、1,686,154株となっております。
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(5) 【所有者別状況】

平成30年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 6 16 35 6 ― 1,176 1,239 ―

所有株式数
(単元)

― 2,421 230 6,488 21 ― 7,547 16,707 15,454

所有株式数
の割合(％)

― 14.49 1.38 38.83 0.13 ― 45.17 100.00 ―
 

(注) １．自己株式156,859株は、「個人その他」の欄に1,568単元、「単元未満株式の状況」の欄に59株含めて記載し

ております。なお、株主名簿上の株式数と期末日現在の実質的な所有株式数は同一で156,859株でありま

す。

２．平成29年６月29日開催の第80回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で単元株式数を1,000株から

100株に変更しております。

 
(6) 【大株主の状況】

平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

福田産業株式会社 東京都千代田区外神田１丁目１１―５ 446 29.22

王子ホールディングス株式会社 東京都中央区銀座４丁目７―５ 68 4.47

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 68 4.45

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１―１ 58 3.83

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 50 3.31

ザ・パック株式会社 大阪府大阪市東成区東小橋２丁目９－９ 50 3.31

福田晴明 東京都渋谷区 43 2.82

損害保険ジャパン日本興亜

株式会社
東京都新宿区西新宿１丁目２６―１ 37 2.43

福田多恵子 東京都渋谷区 36 2.40

伊藤忠紙パルプ株式会社 東京都中央区日本橋本町２丁目７―１ 24 1.60

計 ― 884 57.83
 

 

(注) １．上記のほか、当社所有の自己株式156千株があります。

２．株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日付で商号を株式会社三菱ＵＦＪ銀行に変更しておりま

す。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

156,800

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,139 ―
1,513,900

単元未満株式
普通株式

― 一単元（100株）未満の株式
15,454

発行済株式総数 1,686,154 ― ―

総株主の議決権 ― 15,139 ―
 

 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式59株が含まれております。
　

② 【自己株式等】

平成30年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 東京都豊島区西池袋
５―18―11

156,800 ― 156,800 9.30
スーパーバッグ株式会社

計 ― 156,800 ― 156,800 9.30
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

　
【株式の種類等】 会社法第155条第７号および会社法第155条第９号による普通株式の取得

 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　会社法第155条第９号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

取締役会(平成29年10月20日)での決議状況
(取得日　平成29年10月20日)

102 0

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 102 0

残存決議株式の総数及び価額の総額 　― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―
   

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) ― ―
 　
(注)　平成29年10月１日付で当社普通株式10株を１株に併合いたしました。この株式併合により生じた１株に満たな

い端数株式の取得であり、買取単価は、取得日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値であり

ます。

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 1,892 1

当期間における取得自己株式 ― ―
 

 

(注) １．平成29年10月１日付で当社普通株式10株を１株に併合いたしました。当事業年度における取得自己株式

1,892株の内訳は、株式併合前1,647株、株式併合後245株であります。

２．当期間における取得自己株式数には、平成30年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

（百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
（株式併合による減少）

1,408,610 ― ― ―

保有自己株式数 156,859 ― 156,859 ―
 

 

(注) １．当事業年度における「その他（株式併合による減少）」は平成29年10月１日付で当社普通株式10株を１株に

併合したことに伴う減少であります。

２．当期間における保有自己株式数には、平成30年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】
 

当社は、株主への利益還元の充実を経営の最重要課題のひとつとして位置付けており、今後の設備投資および成

長戦略の強化を図るために必要な内部留保を確保しつつ、長期的安定配当を行うことを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、期末配当を基本的な方針としております。配当の決定機関は、株主総会でありますが、

取締役会決議により行うことができる旨を定款に定めております。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記の方針に基づき、１株につき60円の配当としております。

内部留保につきましては、今後の会社の継続的な成長力と競争力の強化を図るために不可欠な設備投資に向けて

活用していく所存であります。

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成30年６月28日
91 60

定時株主総会決議
 

 

 

４ 【株価の推移】
 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高(円) 211 229 243 396
2,575
(334)

最低(円) 135 146 161 158
2,080
(246)

 

 

(注) １．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第２部におけるものであります。

２．平成29年６月29日開催の第80回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で当社普通株式10株を１株に

併合いたしました。第81期の株価については、株式併合後の最高・最低株価を記載し、株式併合前の最高・

最低株価は( )にて記載しております。

 
(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成29年10月 11月 12月 平成30年１月 ２月 ３月

最高(円) 2,529 2,447 2,372 2,464 2,398 2,170

最低(円) 2,412 2,371 2,258 2,282 2,132 2,080
 

 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第２部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
 

男性13名　女性0名　（役員のうち女性の比率―％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役
社長執行役員

― 福　田　晴　明 昭和25年11月23日生

昭和54年８月 当社入社

平成15年４月 当社開発部長就任

平成20年６月 当社取締役開発部長就任

平成21年７月 台湾超級包装材料股份有限公司董

事長就任(現)

平成22年６月 当社常務取締役購買物流本部長兼

開発部長就任

平成23年４月 当社常務取締役購買物流本部長就

任

平成24年４月 当社常務取締役物流本部長就任

平成26年５月 株式会社中土製袋所代表取締役社

長就任(現)

平成26年６月 当社代表取締役社長兼物流本部長

就任

平成27年４月 当社代表取締役社長兼営業本部長

就任

平成28年４月 当社代表取締役社長就任

平成28年５月 当社代表取締役社長執行役員就任

(現)

平成30年４月 上海世霸包装材料有限公司董事長

就任(現)

(注)3 43,172

取締役
専務執行役員

管理本部長
兼総務部長

柳　井　俊一郎 昭和29年８月14日生

昭和53年４月 株式会社日本興業銀行入行

平成20年４月 当社入社

平成20年６月 当社常務取締役管理本部長就任

平成26年６月 当社常務取締役管理本部長兼総務

部長就任

平成28年５月 当社取締役常務執行役員管理本部

長兼総務部長就任

平成29年６月 当社取締役専務執行役員管理本部

長兼総務部長就任(現)

(注)3 1,000

取締役
専務執行役員

物流本部長、
生産本部管掌

平　野　哲　男 昭和24年11月19日生

昭和48年４月 当社入社

平成５年４月 当社札幌営業所長就任

平成11年４月 当社第三営業部長就任

平成17年６月 当社取締役第三営業部長就任

平成18年４月 当社取締役第一営業部長就任

平成22年４月 当社取締役営業管理部長就任

平成24年４月 当社取締役生産本部長就任

平成26年６月 当社常務取締役生産本部長就任

平成27年４月 当社常務取締役物流本部長、生産

本部管掌就任

平成28年５月 当社取締役常務執行役員物流本部

長、生産本部管掌就任

平成29年６月 当社取締役専務執行役員物流本部

長、生産本部管掌就任(現)

(注)3 1,000

取締役
常務執行役員

調達本部長 飯　見　　勉 昭和28年９月８日生

昭和51年４月 当社入社

平成12年４月 当社購買部次長就任

平成15年７月 当社購買部長就任

平成21年６月 当社取締役購買部長就任

平成24年４月 当社取締役購買本部長兼購買部長

就任

平成28年５月 当社取締役執行役員購買本部長兼

購買部長就任

平成29年６月 当社取締役常務執行役員購買本部

長兼購買部長就任

平成30年４月 当社取締役常務執行役員調達本部

長就任(現)

(注)3 800
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役
常務執行役員

営業本部長 大　山　　亨 昭和35年５月17日生

昭和58年４月 当社入社

平成18年４月 当社第二営業部副部長就任

平成20年４月 当社第四営業部長就任

平成24年６月 当社取締役第四営業部長就任

平成27年４月 当社取締役営業本部副本部長就任

平成28年４月 当社取締役営業本部長就任

平成28年５月 当社取締役執行役員営業本部長就

任

平成29年６月 当社取締役常務執行役員営業本部

長就任(現)

(注)3 200

取締役
執行役員

経理部長 吉　田　精　一 昭和28年７月９日生

昭和49年１月 当社入社

平成12年４月 当社経理部次長就任

平成16年４月 当社経理部長就任

平成21年６月 当社取締役経理部長就任

平成28年５月 当社取締役執行役員経理部長就任

(現)

(注)3 400

取締役
執行役員

社長補佐 福　田　英　範 昭和22年７月３日生

昭和45年４月 大日本印刷株式会社入社

平成８年12月 大日本製本株式会社代表取締役社

長就任

平成21年10月 ＤＩＣグラフィックス株式会社取

締役常務執行役員就任

平成26年４月 当社入社

平成26年５月 北海道スーパーバッグ株式会社代

表取締役社長就任(現)

平成26年６月 当社取締役社長補佐就任

平成28年５月 当社取締役社長補佐執行役員(現)

(注)3 10,472

取締役
執行役員

量販店第二
営業部長

浅　野　善　照 昭和37年９月12日生

昭和61年５月 当社入社

平成13年４月 当社郡山営業所長就任

平成17年７月 当社札幌営業所長兼仙台営業所長

就任

平成23年４月 当社第一営業部長就任

平成28年５月 当社執行役員第一営業部長就任

平成29年４月 当社執行役員量販店第一営業部長

就任

平成29年６月 当社取締役執行役員量販店第一営

業部長就任

平成30年４月 当社取締役執行役員量販店第二営

業部長就任(現)

(注)3 200

取締役
執行役員

上海世霸包装
材料有限公司
出向総経理兼
台湾超級包装
材料股份有限
公司出向総経
理

本　橋　秀　明 昭和35年６月10日生

平成３年８月 当社入社

平成７年４月 台湾超級包装材料股份有限公司出

向総経理就任

平成22年３月 上海世霸包装材料有限公司出向総

経理兼台湾超級包装材料股份有限

公司出向総経理就任

平成28年５月 執行役員上海世霸包装材料有限公

司出向総経理兼台湾超級包装材料

股份有限公司出向総経理就任

平成29年６月 取締役執行役員上海世霸包装材料

有限公司出向総経理兼台湾超級包

装材料股份有限公司出向総経理就

任(現)

(注)3 ―

取締役 ― 古　川　　　肇 昭和31年３月12日生

昭和53年９月 西崎高正税理士事務所入所

昭和56年６月 税理士登録

平成６年１月 西崎高正税理士事務所継承

平成６年１月 古川肇税理士事務所開設(現)

平成７年６月 当社監査役就任

平成27年６月 当社取締役就任(現)

(注)3 500

常勤監査役 ― 毛　塚　和　男 昭和26年３月26日生

昭和48年８月 当社入社

平成11年４月 当社企画管理部次長就任

平成15年４月 当社企画管理部長就任

平成28年４月 当社経営統括部主査就任

平成28年６月 当社常勤監査役就任(現)

(注)4 200
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 ― 村　岡　公　一 昭和25年６月18日生

昭和61年９月 村岡運輸株式会社代表取締役社長

就任(現)

昭和62年６月 当社監査役就任(現)
(注)4 ―

監査役 ― 米　林　和　吉 昭和19年３月９日生

昭和47年４月 弁護士登録

昭和47年４月 宮田光秀法律事務所入所

平成２年10月 宮田光秀法律事務所継承

平成５年５月 米林和吉法律事務所開設

平成13年４月 日本弁護士連合会常務理事就任

平成22年１月 米林和吉法律事務所を米林・藤瀬

法律事務所に名称変更(現)

平成27年６月 当社監査役就任(現)

(注)5 300

計 58,244
 　
(注) １．取締役古川肇は、社外取締役であります。

２．監査役村岡公一、米林和吉は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は、平成30年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成31年３月期に係る定時株主総会終

結のときまでであります。

４．常勤監査役毛塚和男および監査役村岡公一の任期は、平成28年３月期に係る定時株主総会終結のときから平

成32年３月期に係る定時株主総会終結のときまでであります。

５．監査役米林和吉の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成31年３月期に係る定時株

主総会終結のときまでであります。

６．取締役福田英範は、代表取締役社長福田晴明の兄であります。

７．当社は、当社グループを取り巻く環境の変化に適切かつ迅速に対応できるよう、執行役員制度を導入してお

ります。

執行役員18名のうち、取締役を兼任していない執行役員は以下の９名であります。
 

役名および職名 氏名

執行役員　生産本部長 川　名　明　夫

執行役員　生産本部副本部長兼鶴ヶ島工場長 佐 野 町　　勲

執行役員　営業管理部長兼店所担当部長 花　見　正　夫

執行役員　第二営業部長 田　中　栄　一

執行役員　経営統括部長 元　木　　　歩

執行役員　量販店第一営業部長 上　脇　伸　吾

執行役員　所沢工場長 福　田　昌　之

執行役員　開発部長 飛　田　修　吾

執行役員　第四営業部長 手　塚　浩　彦
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

当社は、常に最良のコーポレートガバナンスを追求し、その充実に継続的に取り組みます。

また、当社の持続的な成長および長期的な企業価値の向上を図る観点から、意思決定の透明性・公正性を確保す

るとともに、保有する経営資源を十分有効に活用し、迅速・果断な意思決定により経営の活力を増大させることが

コーポレートガバナンスの要締であると考え、次の基本的な考え方に沿って、コーポレートガバナンスの充実に取

り組みます。

１．株主の権利を尊重し、平等性を確保する

２．株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、それらステークホルダーと適切に協働する

３．会社情報を適切に開示し、透明性を確保する

４．独立役員を含む取締役、監査役は、その受託者責任を認識し、求められる役割・責務を果たす

５．株主との間で建設的な対話を行う

なお、当社のコーポレートガバナンス基本方針につきましては、当社ウェブサイトに掲載しております。

http://www.superbag.co.jp/corporate/

 
①企業統治の体制

イ 企業統治の体制の概要および当該体制を採用する理由

当社は監査役制度を採用しており、経営上の基本方針や重要事項の決定機能および代表取締役の業務執行の監

督機能としては取締役会を、取締役の業務執行の監査機能としては監査役会を経営体制の基本としております。

また、内部監査部門として業務執行部門から独立した組織である内部監査室を設置し、内部監査機能の充実を

図っております。

取締役会は毎月開催されており、重要事項の審議・決議と当社グループの経営方針の決定を行っております。

さらに経営の効率化、意思決定の迅速化などを図るため執行役員制度を導入しており、各事業本部の業務執行に

係わる報告、検討・討議を行う機関として、取締役、各本部長および執行役員等を主体とする「本部長会議」を

開設しております。

監査役会は毎月開催されており、監査方針や監査役間の職務分担等の決定を行い、本社各部門および各地方事

業所、ならびに子会社の実査・往査を実施し、速やかに代表取締役を始めとする関係者に対し詳細な監査報告を

行っております。

また、当社は、業務執行の監督機能の強化を図るため、社外取締役１名および社外監査役２名を選任しており

ます。これら社外役員３名は、取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役の職務執行に対する有効性、効率

性の検証を行うことに加え、各取締役や重要な使用人との意見交換を適宜行うなど、経営監視の強化に努めてお

ります。

なお、当社は、会社法第427条第１項に基づき、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）および監査

役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づ

く損害賠償責任限度額は、法令が定める額としており、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行

取締役等であるものを除く。）および監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失が

ないときに限られます。

以上をもって、当社は客観性・中立性を確保したガバナンス体制は十分に機能しているものと判断し、現状の

ガバナンス体制を採用しております。
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有価証券報告書提出日現在における当社のコーポレート・ガバナンス体制は以下のとおりであります。

ロ 内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況

当社は会社法に定める内部統制システム構築の基本方針に関し、以下の内容を定めております。

１　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

1) コンプライアンス体制を整備するために、取締役会規則その他関連規則を制定し、取締役ならびに従業員

が法令・定款を遵守することの徹底を図るとともに、実効性ある内部統制システムの構築に努めます。

2) 監査役は、内部統制システムの有効性と機能を監査し、不正の発見・防止およびその是正を行います。

3) 取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合し、社会的信頼の維持および業務の公正性を確保す

るため、「コンプライアンス規程」を制定するとともに、「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプラ

イアンス体制の強化を図ります。また、コンプライアンスを推進するために、「スーパーバッグ株式会社　

行動憲章」を制定し、これを遵守するとともに、従業員が法令および定款に違反する行為を発見した場合の

報告体制として「内部通報制度」を設置します。

4) 反社会的勢力および団体の不当要求に屈することなく、毅然とした態度で臨む旨を「スーパーバッグ株式

会社　行動憲章」に定め、これを遵守するとともに、警察当局や特殊暴力対策連合会などの外部機関との情

報交換や各種研修会への参加により信頼関係の構築および連携に努め、反社会的勢力排除のための整備強化

を推進します。
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２　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

1) 取締役会審議の議事録を作成して保存、管理し、重要な職務の執行についての決裁に関わる情報は、検索

性の高い状態で保存、管理します。取締役および監査役は、常時、これらの情報を閲覧できるものとしま

す。

2) 情報の管理については、「情報セキュリティー基本方針」を制定し、情報資産の保存、管理を徹底しま

す。

３　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1) 当社の業務執行に関わるリスクについては、発生頻度、大きさを分析、評価し、その把握と管理のための

体制を構築します。

2) リスクの防止および損失の最小化を図るために「リスク管理規程」を制定し、リスク管理体制を明確化し

ます。

3) 緊急事態が発生した場合には、「経営危機管理規程」に基づき、直ちに対策本部を設置し、迅速かつ組織

的な対応を行い、被害対策と被害の拡大防止に努めます。

４　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回開催

するほか、必要に応じて適宜開催します。

2) 経営方針および経営戦略に関わる重要事項については、事前に取締役および各本部長等によって構成され

る本部長会において議論を行い、その審議を経て執行決定を行います。

3) 「組織および職務分掌規程」および「職務権限規程」を制定し、取締役の職務分掌、権限を明確にし、取

締役の効率的かつ適正な職務執行を確保します。

５　当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

1) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

グループ会社に対し、当社が定める「関係会社管理規程」に基づき、営業成績、財務状況その他の重要事

項および発生した重要な事象について、当社の担当部門へ定期的な報告を求め、各担当部門長はこれを整理

し、当社内必要機関に報告します。また、本部長会においてグループ会社に対するヒヤリングを半期ごとに

実施し、それぞれの取締役に対し重要事項の報告を義務付けます。

2) 子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制

グループ会社に対しては、「リスク管理規程」に準拠したリスク管理を求めるとともに、当社においては

「関係会社管理規程」にグループ会社の重大なクレーム・その他事故の発生等・品質に関する事項について

担当部門を定め、グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理します。

3) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は「関係会社管理規程」にグループ会社の業務執行に関する事項についての担当部署を規定してお

り、担当部門長は担当する業務の遂行および改善についてグループ会社に対する指導指針を策定し、必要に

応じて本部長会の承認を得て、随時指示を与え指導します。

4) 子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・グループ会社は法令等に違反またはその懸念が生じた場合、速やかに当社のコンプライアンス委員会に報

告します。

・グループ会社の監査役は常にグループ会社の業務が適正に執行されているかにつき監査を実施し、当社監

査役は、必要な範囲で関係会社に対し事業の経過の概要につき報告を求めることができます。また、グ

ループ会社に対する監査は、当社の「内部監査規程」に基づき、当社監査部門により実施します。

・当社は、当社グループの取締役に対し、適宜法令遵守等に関する研修を行い、コンプライアンス意識の醸

成を図ります。
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６　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項およびその

使用人の取締役からの独立性に関する事項ならびに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

1) 監査役は、必要に応じて、内部監査室に監査補助者の設置など監査業務に必要な事項を指示することがで

きるものとし、内部監査室は、その結果を監査役に報告します。

2) 監査役より監査業務補助の指示を受けた使用人は、その指示に関して取締役の指揮命令を受けないものと

します。

3) 当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先して従事するものとします。

７　取締役および使用人等が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制、報告をした

者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

1) 当社および当社グループの取締役および使用人は法令・定款違反などの事実を発見した場合の他、会社の

業務または業績に影響を与える重要な事項について、監査役に速やかに報告します。また、報告者に対し不

正な目的で通報を行った場合を除き、監査役への情報提供を理由とした不利益な処遇は一切行いません。

2) 監査役は、取締役会の他、当社グループの重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため重

要な会議に出席するとともに、稟議書、通達などの業務執行に係る重要な文書については監査役の判断に基

づき、随時閲覧できるものとし、必要な場合には取締役および使用人から説明を求めます。

８　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該監査役

の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理します。

９　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1) 監査役は、定期的に代表取締役をはじめとする執行部門との会合をもち、経営上の課題、監査上の課題等

について、意見交換を行います。

2) 監査役の監査が実効的に行われるために、監査役は必要に応じて、会計監査人から会計監査内容につい

て、また、内部監査室からも監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図りま

す。

10　財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、金融商品取引法に基づく適切な内部統制報告書の提出のため、「財務報告に係る内部統制基本方

針」を制定し、財務報告の信頼性と適正性を確保する内部統制体制の整備および運用を図ります。

ハ 当社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

当社の子会社の業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」に基づき、グループ会社を管理する体制と

し、重要な事項については当社の担当部門へ定期的に報告されるほか、本部長会において半期ごとに子会社に対

するヒヤリングを実施しております。

また、当社の「内部監査規程」に基づき、監査部門が子会社に対する監査を実施するとともに、業務の適正化

については各担当部門長が指導し、これを推進しております。

②内部監査および監査役監査

イ 内部監査および監査役監査の組織、人員および手続

当社は、内部監査室（人員１名）を設置し、監査役と協議のうえ策定した監査計画に基づき、経理部と連携し

て内部監査を実施しております。なお、経理部は内部監査室の要請を受け、管理職を始めとして財務・会計に関

する実務経験が豊富な人材（人員８名）により監査を行っております。

監査役監査は、社外監査役２名を含めた３名により、監査役会で決定した監査計画に基づき実施しておりま

す。常勤監査役１名は、長年にわたり経理・企画管理部門の経験を重ねてきており、また、社外監査役のうち１

名は、弁護士として企業法務に精通しております。いずれの監査役とも財務および会計に関しての専門的な知識

を有しております。

内部監査および監査役監査の結果は、速やかに代表取締役を始めとする関係者に対し詳細に報告されておりま

す。
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ロ 内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携ならびにこれらの監査と内部統制部門との関係

内部監査室は、監査役と連携して各業務執行部門の監査を計画的に実施しており、その結果を監査役ならびに

経営者へ報告しております。報告内容は対象部門およびその統括責任者にフィードバックされ、問題点の改善を

図っております。なお、監査計画は、監査役と協議の上、監査対象先および実施時期が策定されております。

内部監査、監査役監査および会計監査と内部統制部門（コンプライアンス所管部門、リスク管理所管部門、経

理部門、財務部門）との関係については、必要に応じて情報交換・意見交換を行うとともに、内部統制部門にお

いてはそれぞれの監査状況を把握し、その結果を踏まえ、業務執行の改善に反映されるようにしております。ま

た、経理部門は、重要な会計上の課題について、随時会計監査人と意見交換を行っております。

③社外取締役および社外監査役

イ 社外取締役および社外監査役の員数ならびに提出会社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害

関係

当社は、業務執行の監督機能の強化を図るため、社外取締役１名および社外監査役２名を選任しております。

当社と社外役員との間には特別な利害関係はありません。

ロ 社外取締役または社外監査役のコーポレート・ガバナンスにおいて果たす機能および役割ならびに社外取締役

または社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準または方針および社外取締役または社外監

査役の選任状況に関する考え方

当社は社外取締役１名および社外監査役２名を選任し、取締役の業務執行を監督できる体制となっておりま

す。

社外取締役 古川肇氏は、税理士としての財務および会計に関しての専門的な知識、経験を活かし、当社の経

営・業務執行体制全般の監視と有効な助言を行っております。

社外監査役 村岡公一氏は、他の会社の代表者であり、企業経営者としての高い見識を活かし、第三者的観点

から、当社の経営全般の監視と有効な助言を行っております。

社外監査役 米林和吉氏は、弁護士として企業法務に精通しており、当社の監査体制の監視と有効な助言を

行っております。

当社は、社外取締役および社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準として、「社外役員の

独立性にかかる基準（※）」を定めており、選任にあたっては、経験、見識、人的関係、その他の利害関係等を

考慮した上で、社外取締役、社外監査役としての職務を遂行できる人材であることを基本的な考え方としており

ます。

（※）同基準は、当社ウェブサイトに掲載しております。

http://www.superbag.co.jp/corporate/

なお、当社は、上記「社外役員の独立性にかかる基準」に照らし、社外役員全員を一般株主と利益相反の生じ

るおそれがない者として東京証券取引所が上場規則によって確保することを求めている独立役員に選任し、経営

監視機能の客観性および中立性を確保しております。

ハ 社外取締役または社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査および会計監査との相互連携なら

びに内部統制部門との関係

社外取締役は、業務執行に携わらない客観的な立場から当社の経営全般に対して監督を行います。

また、社外監査役は、常勤監査役と連携して各地方事業所および子会社の実査・往査を実施し、必要な助言・

指導等を行っており、常勤監査役とともに、会計監査人との会合に出席し、意見交換を行うほか、内部統制部門

（コンプライアンス所管部門、リスク管理所管部門、経理部門、財務部門）とも課題等について適宜意見交換を

行っております。
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④役員の報酬等

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数
 

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

123 100 0 22 9

監査役
(社外監査役を除く。)

18 16 ― 1 2

社外役員 8 8 ― ― 3
 

 

(注) １．退職慰労金は、当事業年度の役員退職慰労引当金繰入額であります。

２．上記のほか、取締役５名に対し使用人兼務取締役の使用人部分相当額27百万円（基本報酬21百万円、賞与5

百万円）を支払っております。
　

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等

個別の役員報酬等については、連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載をしておりま

せん。

ハ 役員報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針

1) 取締役の報酬

取締役の報酬は株主総会の後に開催される独立社外役員を含む取締役会において、公正、透明かつ厳格な審

査および答申を経たうえ、株主総会の決議により決定する報酬総額の限度内で決定します。

2) 取締役の賞与

取締役の賞与は、会社の業績が向上し計画を上回る利益を計上した場合に決算期に役員賞与を支給すること

があり、当該期間の各役員の業績の寄与度を斟酌して、独立社外役員を含む取締役会における審議を経たう

え、株主総会が決定する報酬総額の限度額内で決定されます。

3) 退職慰労金

社外役員を除く取締役および監査役が退職する場合には、その在任期間中の功労に報いるため、当社所定の

基準によって得た額を、株主総会の承認を経て退職慰労金として支給します。

また、在任中特に功績が著しい者には退職慰労金の他に功労金を支給します。

4) 監査役の報酬

監査役の報酬は、株主総会の決議により決定する報酬の上限内での配分につき監査役会にて決定します。
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⑤株式の保有状況

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 42銘柄
 

貸借対照表計上額の合計額 1,527百万円
 

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 60,000.00 261 取引関係の維持・強化

株式会社イズミ 46,662.00 233 取引関係の維持・強化

株式会社三越伊勢丹ホールディングス 160,581.51 196 取引関係の維持・強化

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 212,680.00 148 取引関係の維持・強化

株式会社中村屋 12,487.64 61 取引関係の維持・強化

株式会社チヨダ 23,174.91 60 取引関係の維持・強化

株式会社みずほフィナンシャルグループ 235,880.00 48 取引関係の維持・強化

株式会社東武ストア 14,340.00 43 取引関係の維持・強化

株式会社いなげや 25,478.79 39 取引関係の維持・強化

株式会社近鉄百貨店 86,165.95 29 取引関係の維持・強化

株式会社ヤマダ電機 48,173.73 26 取引関係の維持・強化

ヤマトホールディングス株式会社 11,250.85 26 取引関係の維持・強化

ユナイテッド・スーパーマーケット・ホールディン
グス株式会社

13,542.00 13 取引関係の維持・強化

株式会社ビックカメラ 11,936.51 12 取引関係の維持・強化

イオンディライト株式会社 1,950.00 6 取引関係の維持・強化

森永製菓株式会社 1,366.00 6 取引関係の維持・強化

株式会社ＡＯＫＩホールディングス 4,885.31 6 取引関係の維持・強化

ユニー・ファミリーマートホールディングス株式会
社

900.00 5 取引関係の維持・強化

光村印刷株式会社 20,000.00 5 取引関係の維持・強化

マックスバリュ東北株式会社 3,600.00 4 取引関係の維持・強化

京浜急行電鉄株式会社 3,342.96 4 取引関係の維持・強化

ザ・パック株式会社 1,210.00 3 取引関係の維持・強化

日本マクドナルドホールディングス株式会社 1,000.00 3 取引関係の維持・強化

株式会社ウエルシアホールディングス 800.00 2 取引関係の維持・強化

レンゴー株式会社 3,801.00 2 取引関係の維持・強化

株式会社Olympicグループ 3,520.00 2 取引関係の維持・強化

株式会社井筒屋 4,572.27 1 取引関係の維持・強化

株式会社アサヒペン 8,895.00 1 取引関係の維持・強化

イオン株式会社 891.00 1 取引関係の維持・強化

株式会社エービーシー・マート 200.00 1 取引関係の維持・強化
 

（注） 貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下の銘柄を含めた上位30銘柄について記載しております。
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（当事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

株式会社イズミ 46,662.00 338 取引関係の維持・強化

株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 60,000.00 273 取引関係の維持・強化

株式会社三越伊勢丹ホールディングス 163,896.41 192 取引関係の維持・強化

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 212,680.00 148 取引関係の維持・強化

株式会社チヨダ 24,077.33 64 取引関係の維持・強化

株式会社中村屋 12,926.41 60 取引関係の維持・強化

株式会社いなげや 26,296.11 47 取引関係の維持・強化

株式会社みずほフィナンシャルグループ 235,880.00 45 取引関係の維持・強化

株式会社東武ストア 14,340.00 42 取引関係の維持・強化

株式会社近鉄百貨店 8,937.06 34 取引関係の維持・強化

株式会社ヤマダ電機 49,693.47 31 取引関係の維持・強化

ヤマトホールディングス株式会社 11,862.71 31 取引関係の維持・強化

株式会社ビックカメラ 12,466.82 20 取引関係の維持・強化

ユナイテッド・スーパーマーケット・ホールディン
グス株式会社

13,542.00 15 取引関係の維持・強化

株式会社ＡＯＫＩホールディングス 5,238.71 8 取引関係の維持・強化

ユニー・ファミリーマートホールディングス株式会
社

900.00 8 取引関係の維持・強化

イオンディライト株式会社 1,950.00 7 取引関係の維持・強化

森永製菓株式会社 1,366.00 6 取引関係の維持・強化

マックスバリュ東北株式会社 3,600.00 5 取引関係の維持・強化

日本マクドナルドホールディングス株式会社 1,000.00 4 取引関係の維持・強化

光村印刷株式会社 2,000.00 4 取引関係の維持・強化

ザ・パック株式会社 1,210.00 4 取引関係の維持・強化

株式会社ウエルシアホールディングス 800.00 3 取引関係の維持・強化

レンゴー株式会社 3,801.00 3 取引関係の維持・強化

京浜急行電鉄株式会社 1,730.24 3 取引関係の維持・強化

株式会社Olympicグループ 3,520.00 1 取引関係の維持・強化

株式会社井筒屋 5,096.58 1 取引関係の維持・強化

イオン株式会社 891.00 1 取引関係の維持・強化

株式会社アサヒペン 8,895.00 1 取引関係の維持・強化

北興化学工業株式会社 2,002.00 1 取引関係の維持・強化
 

（注） 貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下の銘柄を含めた上位30銘柄について記載しております。

 

ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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⑥会計監査の状況

当社は、会社法および金融商品取引法に基づく会計監査人として東陽監査法人を選任しております。会計監査人

は、当社グループの法定監査を定期的に実施しており、監査の方法と結果は、監査役会および取締役会に報告され

ております。また、監査役に対して、事業年度の監査計画および会計監査人の職務の遂行を適正に実施することを

確保するための体制についての報告ならびに監査実施報告の会合が開催されるとともに、必要に応じて意見交換が

行われております。

当社の会計監査人として業務執行した公認会計士は以下のとおりであります。

 

公認会計士の氏名 所属する監査法人名 当社に係る継続監査年数

指定社員　業務執行社員

北　島　　緑
東陽監査法人 ７年以内のため記載を省略

指定社員　業務執行社員

平　井　　肇
東陽監査法人 ７年以内のため記載を省略

 

 

監査業務に係る補助者は、公認会計士８名、その他１名であります。

⑦当社定款における定めの概要

イ 株主総会の決議要件

当社は、機動的な資本政策および配当政策を図るため、剰余金の配当等会社法第459条第１項に定める事項に

ついては、取締役会決議によって定めることができる旨を定款で定めております。

ロ 取締役の定数

当社の取締役は17名以内とする旨を定款で定めております。

ハ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款で定めております。

ニ 自己の株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を図るため、会社法第165条第２項の規定により、取締

役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

ホ 取締役等の責任免除

当社は、取締役および監査役が期待された役割を十分に発揮することができるよう、会社法第426条第１項の

規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であったものを含む。）および監査役（監査役であったも

のを含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款

で定めております。

ヘ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うため、会社

法第309条第２項に定める決議は、当該株主総会で議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 16 ― 18 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 16 ― 18 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、代表取締役が監査役会の同意を得て定める旨を定款

に定めております。

 

EDINET提出書類

スーパーバッグ株式会社(E00675)

有価証券報告書

34/88



第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成29年４月１日から平成30年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)の財務諸表について、東陽監査法

人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、研修へ参加するなど会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に

対応することができる体制を整備するよう努めております。
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１ 【連結財務諸表等】
 

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,924 859

  受取手形及び売掛金 5,502 ※４  5,652

  電子記録債権 1,161 ※４  1,240

  商品及び製品 2,276 2,373

  仕掛品 308 355

  原材料及び貯蔵品 411 459

  繰延税金資産 112 104

  その他 181 258

  貸倒引当金 △2 △2

  流動資産合計 11,877 11,299

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 6,405 6,397

    減価償却累計額 △5,031 △5,091

    建物及び構築物（純額） ※１  1,373 ※１  1,305

   機械装置及び運搬具 ※３  10,219 ※３  10,454

    減価償却累計額 △9,425 △9,525

    機械装置及び運搬具（純額） ※１  793 ※１  929

   土地 ※１  1,123 ※１  1,123

   リース資産 609 564

    減価償却累計額 △169 △167

    リース資産（純額） 440 397

   建設仮勘定 88 235

   その他 807 842

    減価償却累計額 △750 △761

    その他（純額） 57 81

   有形固定資産合計 3,876 4,072

  無形固定資産   

   電話加入権 15 15

   その他 36 38

   無形固定資産合計 51 54

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※２  1,468 ※２  1,642

   破産更生債権等 7 4

   事業保険金 86 83

   差入保証金 256 265

   退職給付に係る資産 213 344

   繰延税金資産 82 45

   その他 4 3

   貸倒引当金 △17 △10

   投資その他の資産合計 2,101 2,380

  固定資産合計 6,030 6,507

 資産合計 17,907 17,807
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,965 ※４  4,872

  電子記録債務 2,027 ※４  2,106

  短期借入金 ※１  1,801 ※１  1,731

  リース債務 61 64

  未払金 483 506

  未払法人税等 219 52

  未払消費税等 105 20

  賞与引当金 244 233

  設備関係支払手形 4 4

  設備関係電子記録債務 25 30

  設備関係未払金 29 171

  その他 165 221

  流動負債合計 10,132 10,015

 固定負債   

  長期借入金 ※１  2,379 ※１  2,096

  リース債務 401 343

  繰延税金負債 1 57

  役員退職慰労引当金 81 100

  環境対策引当金 4 4

  退職給付に係る負債 681 675

  固定負債合計 3,550 3,277

 負債合計 13,683 13,292

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,374 1,374

  資本剰余金 1,450 1,450

  利益剰余金 1,391 1,509

  自己株式 △260 △261

  株主資本合計 3,956 4,072

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 186 284

  繰延ヘッジ損益 △0 △6

  為替換算調整勘定 24 46

  退職給付に係る調整累計額 △75 △33

  その他の包括利益累計額合計 135 290

 非支配株主持分 132 151

 純資産合計 4,224 4,514

負債純資産合計 17,907 17,807
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 33,495 33,082

売上原価 ※１,※２  27,381 ※１,※２  27,307

売上総利益 6,113 5,775

販売費及び一般管理費   

 運搬費 1,757 1,779

 保管費 890 989

 給料及び手当 1,541 1,673

 賞与引当金繰入額 113 108

 退職給付費用 69 63

 賃借料 177 182

 旅費及び交通費 108 125

 その他の経費 ※２  536 ※２  532

 販売費及び一般管理費合計 5,195 5,454

営業利益 918 320

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 25 27

 貸倒引当金戻入額 － 4

 持分法による投資利益 30 33

 為替差益 － 3

 受取賃貸料 29 28

 作業くず売却益 6 10

 受取保険金 － 6

 その他 24 23

 営業外収益合計 116 137

営業外費用   

 支払利息 86 84

 為替差損 121 －

 賃貸費用 12 11

 貸倒引当金繰入額 0 －

 その他 14 11

 営業外費用合計 234 107

経常利益 800 350

特別利益   

 固定資産売却益 ※３  6 ※３  16

 投資有価証券売却益 0 0

 補助金収入 5 －

 特別利益合計 11 16

特別損失   

 固定資産除却損 ※４  29 ※４  10

 固定資産売却損 ※５  6 －

 特別損失合計 35 10
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

税金等調整前当期純利益 775 356

法人税、住民税及び事業税 211 87

法人税等調整額 △0 40

法人税等合計 210 128

当期純利益 564 227

非支配株主に帰属する当期純利益 21 17

親会社株主に帰属する当期純利益 543 209
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

当期純利益 564 227

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 12 97

 繰延ヘッジ損益 19 △6

 為替換算調整勘定 △63 15

 退職給付に係る調整額 11 42

 持分法適用会社に対する持分相当額 △3 6

 その他の包括利益合計 ※１  △23 ※１  155

包括利益 541 382

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 529 364

 非支配株主に係る包括利益 11 18
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,374 1,450 940 △259 3,505

当期変動額      

剰余金の配当   △91  △91

親会社株主に帰属する

当期純利益
  543  543

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― 451 △1 450

当期末残高 1,374 1,450 1,391 △260 3,956
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 173 △19 81 △86 149 121 3,776

当期変動額        

剰余金の配当       △91

親会社株主に帰属する

当期純利益
      543

自己株式の取得       △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
12 19 △57 11 △13 11 △2

当期変動額合計 12 19 △57 11 △13 11 448

当期末残高 186 △0 24 △75 135 132 4,224
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 当連結会計年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,374 1,450 1,391 △260 3,956

当期変動額      

剰余金の配当   △91  △91

親会社株主に帰属する

当期純利益
  209  209

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― 117 △1 116

当期末残高 1,374 1,450 1,509 △261 4,072
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 186 △0 24 △75 135 132 4,224

当期変動額        

剰余金の配当       △91

親会社株主に帰属する

当期純利益
      209

自己株式の取得       △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
97 △6 21 42 155 18 173

当期変動額合計 97 △6 21 42 155 18 289

当期末残高 284 △6 46 △33 290 151 4,514
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 775 356

 減価償却費 356 381

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 △7

 賞与引当金の増減額（△は減少） 23 △11

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △23 △57

 未払債務の増減額（△は減少） △48 58

 未収入金の増減額（△は増加） 21 △5

 差入保証金の増減額（△は増加） △0 △14

 受取利息及び受取配当金 △25 △27

 支払利息 86 84

 為替差損益（△は益） 77 △25

 持分法による投資損益（△は益） △30 △33

 投資有価証券売却損益（△は益） △0 △0

 補助金収入 △5 -

 受取保険金 - △6

 固定資産売却損益（△は益） 0 △16

 固定資産除却損 29 10

 売上債権の増減額（△は増加） 395 △225

 たな卸資産の増減額（△は増加） 328 △189

 仕入債務の増減額（△は減少） △581 △13

 未払消費税等の増減額（△は減少） 75 △84

 その他 16 △41

 小計 1,477 130

 利息及び配当金の受取額 55 59

 利息の支払額 △88 △85

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △68 △230

 保険金の受取額 - 6

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,376 △118

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の取得による支出 △15 △25

 投資有価証券の売却による収入 0 0

 固定資産の取得による支出 △680 △455

 固定資産の売却による収入 14 16

 固定資産の除却による支出 △16 △4

 補助金の受取額 5 -

 貸付けによる支出 △1 -

 貸付金の回収による収入 0 0

 差入保証金の回収による収入 - 5

 その他 △16 23

 投資活動によるキャッシュ・フロー △711 △440
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 2,096 1,148

 短期借入金の返済による支出 △2,167 △1,241

 長期借入れによる収入 1,778 895

 長期借入金の返済による支出 △1,813 △1,141

 自己株式の取得による支出 △1 △1

 リース債務の返済による支出 △48 △63

 セール・アンド・リースバックによる収入 207 -

 配当金の支払額 △92 △91

 非支配株主への配当金の支払額 - △2

 財務活動によるキャッシュ・フロー △41 △497

現金及び現金同等物に係る換算差額 △57 15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 567 △1,041

現金及び現金同等物の期首残高 1,305 1,872

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,872 ※1  830
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

　

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

子会社は、全て連結しております。

連結子会社の数　　5社

連結子会社の名称

㈱中土製袋所

北海道スーパーバッグ㈱

上海世霸包装材料有限公司

台湾超級包装材料股份有限公司

上海世霸商貿有限公司

 

２　持分法の適用に関する事項

関連会社については、持分法を適用しております。

持分法を適用した関連会社の数　　1社

会社の名称

NARAI SUPERBAG CO.,LTD.

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、上海世霸包装材料有限公司及び上海世霸商貿有限公司の決算日は12月31日であります。連結財

務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。

 

４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

②たな卸資産

商品及び製品、仕掛品、原材料

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

在外連結子会社は定額法を採用しております。
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なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　２～17年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で

均等償却する方法によっております。

②無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しており

ます。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員(使用人兼務役員を含む)賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③役員退職慰労引当金

当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

④環境対策引当金

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）の処分に関する支出に備えるため、今後の処分見込額を計上しております。

　

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により費用処

理しております。

③小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めておりま

す。
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(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については振当

処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

為替予約

金利スワップ

・ヘッジ対象

外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

借入金の利息

③ヘッジ方針

内部規程である「デリバティブ取引等運用規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

金利スワップについては、金利の変動にかかるリスクを回避する目的で利用しており、投機目的のための取引は

行わない方針であります。

④ヘッジ有効性評価の方法

為替予約においては、すべてが将来の実需取引に基づくものであり、実行の可能性が極めて高いため有効性の判

定を省略しております。

また、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

　

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

　

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(未適用の会計基準等)

　・「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 平成30年３月30日)

　・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日)

(1) 概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

 ステップ２：契約における履行義務を識別する。

 ステップ３：取引価格を算定する。

 ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

 ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

(2) 適用予定日　

平成34年３月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で　　

あります。
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(連結貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

建物及び構築物 582百万円 548百万円

機械装置及び運搬具 30　〃 37　〃

土地 615　〃 615　〃

計 1,228百万円 1,202百万円
 

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

短期借入金 928百万円 900百万円

長期借入金 1,790　〃 1,638　〃

計 2,719百万円 2,539百万円
 

 

※２　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

投資有価証券(株式) 107百万円 114百万円
 

 

※３　圧縮記帳額

国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は、次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

圧縮記帳額（機械装置及び運搬具） 12百万円 12百万円
 

　

※４　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま

す。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

受取手形 　　　　　　　　　― 57百万円

電子記録債権 　　　　　　　　　― 64百万円

支払手形 　　　　　　　　　― 8百万円

電子記録債務 　　　　　　　　　― 10百万円
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(連結損益計算書関係)

※１　期末たな卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

 △5百万円 △8百万円
 

 

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

 18百万円 18百万円
 

 

※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

機械装置及び運搬具 6百万円 16百万円
 

　

※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

建物及び構築物 1百万円 5百万円

機械装置及び運搬具 11　〃 0　〃

解体撤去費用 16　〃 4　〃

その他 0　〃 0　〃

計 29百万円 10百万円
 

 

※５　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

建物及び構築物 6百万円 ―百万円

その他 0　〃 ―　〃

計 6百万円 ―百万円
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(連結包括利益計算書関係)

※1　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額　

(単位：百万円)　

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

　当期発生額 19 140

　組替調整額 △0 △0

　　税効果調整前 19 140

　　税効果額 △6 △43

　　その他有価証券評価差額金 12 97

繰延ヘッジ損益   

　当期発生額 27 △8

　組替調整額 ― ―

　　税効果調整前 27 △8

　　税効果額 △8 2

　　繰延ヘッジ損益 19 △6

為替換算調整勘定   

　当期発生額 △63 15

退職給付に係る調整額   

　当期発生額 △12 46

　組替調整額 28 14

　　税効果調整前 16 60

　　税効果額 △5 △18

　　退職給付に係る調整額 11 42

持分法適用会社に対する持分相当額   

　当期発生額 △3 6

その他の包括利益合計 △23 155
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

(株)
増加(株) 減少(株) 当連結会計年度末(株)

普通株式 16,861,544 ― ― 16,861,544
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

(株)
増加(株) 減少(株) 当連結会計年度末(株)

普通株式 1,558,471 5,004 ― 1,563,475
 

 

(注)　増加数5,004株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 91 6 平成28年３月31日 平成28年６月30日
 

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 91 6 平成29年３月31日 平成29年６月30日
 

　

当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

(株)
増加(株) 減少(株) 当連結会計年度末(株)

普通株式 16,861,544 ― 15,175,390 1,686,154
 

(注) 平成29年10月１日付で当社普通株式10株を１株に併合いたしました。

　　　（変動事由の概要）

　　　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　 　　 　　　 株式併合を実施したことによる減少 15,175,390 株
 

 
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

(株)
増加(株) 減少(株) 当連結会計年度末(株)

普通株式 1,563,475 1,994 1,408,610 156,859
 

 

(注) 平成29年10月１日付で当社普通株式10株を１株に併合いたしました。

　　　（変動事由の概要）

　　　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

 　 　　 　　　 株式併合前に行った単元未満株式の買取りによる増加 1,647 株

　　　 　　　 株式併合後に行った単元未満株式の買取りによる増加 245 株

　　　 　　　 株式併合に伴う端数株式の買取りによる増加 102 株
 

　　　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。　

　 　　　 株式併合を実施したことによる減少 1,408,610 株
 

 
３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。
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４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 91 6 平成29年３月31日 平成29年６月30日
 

(注) １株当たり配当額については、基準日が平成29年３月31日であるため、平成29年10月１日付の株式併合前の金

額を記載しております。

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 91 60 平成30年３月31日 平成30年６月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

現金及び預金勘定 1,924百万円 859百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△52　〃 △28　〃

現金及び現金同等物 1,872百万円 830百万円
 

　

　２　重要な非資金取引の内容

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

ファイナンス・リース取引に係る
資産及び債務の額

213百万円 7百万円
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(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

　有形固定資産

生産設備（機械及び装置）及びコンピューター周辺機器（工具、器具及び備品）であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方針

であります。デリバティブは、為替変動リスクや借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引

は行いません。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関

しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制とし

ております。

投資有価証券である株式は、投資先の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上

の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会等に報告されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、すべて１年以内の支払期日であります。また、その一部

には、輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、為替予約取引を利用してヘッ

ジしております。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）は主に設

備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期

のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバ

ティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デリバティ

ブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。なお、

ヘッジ会計に関する事項については、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事

項　(6) 重要なヘッジ会計の方法」に記載のとおりであります。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画

を作成するなどの方法により管理しております。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関す

る契約額については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）を参照ください）。

前連結会計年度(平成29年３月31日)

（単位：百万円）

 
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 現金及び預金

(2) 受取手形及び売掛金

(3) 電子記録債権

(4) 投資有価証券

　　　その他有価証券

1,924

5,502

1,161

 
1,264

1,924

5,502

1,161

 
1,264

―

―

―

 
―

資産計 9,852 9,852 ―

(1) 支払手形及び買掛金

(2) 電子記録債務

(3) 短期借入金

(4) 長期借入金（１年以内返済予定長期借入金を含む）

4,965

2,027

714

3,466

4,965

2,027

714

3,474

―

―

―

8

負債計 11,173 11,181 8

デリバティブ取引 ※ △0 △0 ―
 

※ デリバディブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

 
当連結会計年度(平成30年３月31日)

（単位：百万円）

 
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 現金及び預金

(2) 受取手形及び売掛金

(3) 電子記録債権

(4) 投資有価証券

　　　その他有価証券

859

5,652

1,240

 
1,420

859

5,652

1,240

 
1,420

―

―

―

 
―

資産計 9,172 9,172 ―

(1) 支払手形及び買掛金

(2) 電子記録債務

(3) 短期借入金

(4) 長期借入金（１年以内返済予定長期借入金を含む）

4,872

2,106

607

3,220

4,872

2,106

607

3,217

―

―

―

△3

負債計 10,806 10,803 △3

デリバティブ取引 ※ △9 △9 ―
 

※ デリバディブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに (3) 電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

　(4) 投資有価証券

投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。
また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。
　

負債

　(1) 支払手形及び買掛金、(2) 電子記録債務、並びに (3) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。
なお、買掛金の一部につきましては、為替予約をヘッジ手段とするデリバティブ取引を行っております。

これらは振当処理によりヘッジ対象である買掛金と一体として取扱い、当該デリバティブ取引の時価を買掛
金の時価に含めて記載する方法によっております。
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　(4) 長期借入金（１年以内返済予定長期借入金を含む）

借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で現在価値に

割り引いて算定する方法によっております。

　

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

  (単位：百万円)

区分 平成29年３月31日 平成30年３月31日

非上場株式 204 221
 

 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産 (4) 投資

有価証券」には含めておりません。

　

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成29年３月31日)

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 1,924 ― ― ―

受取手形及び売掛金 5,502 ― ― ―

電子記録債権 1,161 ― ― ―

合計 8,588 ― ― ―
 

　

当連結会計年度(平成30年３月31日)

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 859 ― ― ―

受取手形及び売掛金 5,652 ― ― ―

電子記録債権 1,240 ― ― ―

合計 7,751 ― ― ―
 

　

（注４）長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 (単位：百万円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 714 ― ― ― ― ―

長期借入金 1,087 956 716 500 200 4

合計 1,801 956 716 500 200 4
 

　

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 (単位：百万円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 607 ― ― ― ― ―

長期借入金 1,123 927 692 376 92 5

合計 1,731 927 692 376 92 5
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(有価証券関係)

１　その他有価証券

前連結会計年度（平成29年３月31日）

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

　①株式 910 632 278

　②債券 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

小計 910 632 278

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

　①株式 354 367 △13

　②債券 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

小計 354 367 △13

合計 1,264 999 264
 

 

(注) １．非上場株式（連結貸借対照表計上額96百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

２．有価証券の減損処理について、下落率が30％～50％の株式の減損にあたっては、個々の銘柄毎に時価の推移

及び市場環境の動向、最安値・最高値と購入価格との乖離状況等保有株式の時価水準を把握するとともに発

行会社の業況等の検討により総合的に判断しております。なお、当連結会計年度において、減損処理を行っ

た有価証券はありません。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

　①株式 1,071 643 427

　②債券 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

小計 1,071 643 427

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

　①株式 349 371 △22

　②債券 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

小計 349 371 △22

合計 1,420 1,015 405
 

 

(注) １．非上場株式（連結貸借対照表計上額106百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

２．有価証券の減損処理について、下落率が30％～50％の株式の減損にあたっては、個々の銘柄毎に時価の推移

及び市場環境の動向、最安値・最高値と購入価格との乖離状況等保有株式の時価水準を把握するとともに発

行会社の業況等の検討により総合的に判断しております。なお、当連結会計年度において、減損処理を行っ

た有価証券はありません。
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２　連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

（単位：百万円）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

　①株式 0 0 ―

　②債券 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

合計 0 0 ―
 

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

（単位：百万円）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

　①株式 0 0 ―

　②債券 ― ― ―

　③その他 ― ― ―

合計 0 0 ―
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(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

前連結会計年度（平成29年３月31日）

　　（単位：百万円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち

１年超
時価

為替予約等の
振当処理

為替予約取引
買建
　米ドル

外貨建予定取引 357 ― △0

 

 

（注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

　　（単位：百万円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち

１年超
時価

為替予約等の
振当処理

為替予約取引
買建
　米ドル

　ユーロ

外貨建予定取引

 
 

381

202

 
 
―

―

 
 

△6

△3

合計 584 ― △9
 

 

（注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

(2) 金利関連

前連結会計年度（平成29年３月31日）

　　（単位：百万円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち

１年超
時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・
受取変動

長期借入金 1,675 1,092 （注）

 

 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

　　（単位：百万円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち

１年超
時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・
受取変動

長期借入金 1,527 939 （注）

 

 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、一部の国内連結子会社は、中小企業退職金共済制度に加入しております。

確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給

しております。

退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給し

ております。

なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度および中小企業退職金共済制度は、簡便法により退職給付に係る

負債及び退職給付費用を計算しております。

 

２　確定給付制度（簡便法を適用した制度を除く。）

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

退職給付債務の期首残高 1,876 1,906

勤務費用 130 136

利息費用 15 15

数理計算上の差異の発生額 5 2

退職給付の支払額 △120 △143

退職給付債務の期末残高 1,906 1,916
 

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

年金資産の期首残高 1,458 1,549

期待運用収益 29 30

数理計算上の差異の発生額 △7 48

事業主からの拠出額 154 158

退職給付の支払額 △84 △100

年金資産の期末残高 1,549 1,687
 

　

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 1,336 1,342

年金資産 △1,549 △1,687

 △213 △344

非積立型制度の退職給付債務 569 573

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 356 229

   

退職給付に係る負債 569 573

退職給付に係る資産 213 344

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 356 229
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(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

勤務費用 130 136

利息費用 15 15

期待運用収益 △29 △30

数理計算上の差異の費用処理額 28 14

確定給付制度に係る退職給付費用 145 134
 

 

(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

数理計算上の差異 16 60
 

　

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

（百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

未認識数理計算上の差異 108 47
 

 

(7) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

一般勘定 35％ 35％

国内債券 26％ 30％

国内株式 9％ 9％

外国株式 7％ 7％

外国債券 4％ 4％

その他 19％ 15％

合計 100％ 100％
 

　

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

割引率 0.8％ 0.8％

長期期待運用収益率 2.0％ 2.0％
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３　簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 104 111

退職給付費用 12 12

退職給付の支払額 △3 △20

制度への拠出額 △1 △2

退職給付に係る負債の期末残高 111 102
 

　

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 19 22

中小企業退職金共済制度からの支給見込額 △9 △11

 10 11

非積立型制度の退職給付債務 101 90

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 111 102

   
退職給付に係る負債 111 102

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 111 102
 

　

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　前連結会計年度12百万円　　当連結会計年度12百万円
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(1) 流動資産

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産　　繰越欠損金 2百万円 6百万円

貸倒引当金 0　〃 0　〃

賞与引当金 72　〃 71　〃

未払事業税・地方法人
特別税・事業所税

25　〃 13　〃

繰延ヘッジ損益 0　〃 2　〃

連結会社間内部利益消去 9　〃 9　〃

その他 1　〃 2　〃

繰延税金資産合計 112百万円 106百万円

繰延税金負債　　還付地方法人特別税 ―百万円 △1百万円

繰延税金負債合計 ―百万円 △1百万円

繰延税金資産の純額 112百万円 104百万円
 

 

(2) 固定資産

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産　　繰越欠損金 5百万円 1百万円

貸倒引当金 5　〃 3　〃

退職給付に係る負債 147　〃 104　〃

役員退職慰労引当金 25　〃 30　〃

その他 12　〃 11　〃

繰延税金資産小計 195百万円 151百万円

評価性引当額 △23　〃 △15　〃

繰延税金資産合計 171百万円 136百万円

繰延税金負債　　固定資産圧縮積立金 △8百万円 △7百万円

特別償却準備金 △4　〃 △2　〃

その他有価証券評価
差額金

△78　〃 △121　〃

在外子会社等の留保利益 ―　〃 △16　〃

繰延税金負債合計 △91百万円 △148百万円

繰延税金資産（△は負債）の純額 80百万円 △11百万円
 

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

法定実効税率 30.69％ 30.69％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.09〃 1.62〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.36〃 △4.94〃

評価性引当額の増減（△は減少） △1.14〃 △2.32〃

住民税均等割等 2.13〃 4.65〃

在外子会社等の留保利益 ―〃 4.62〃

生産性向上設備投資促進税制による税額控除 △1.58〃 ―〃

その他 △2.68〃 1.80〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.15％ 36.12％
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(資産除去債務関係)

連結貸借対照表に計上していない資産除去債務

当社は、本社オフィスの不動産賃借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有しており

ますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予定もないことから、資産除

去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

また、それ以外のものについては、重要性を鑑み、資産除去債務を計上しておりません。

 

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、紙手提袋を主とした紙袋、レジ袋を主としたポリ袋の製造・販売ならびに用度品、消耗資材の

一括受注納品システムＳ・Ｖ・Ｓ（スーパーバッグ・ベンダー・システム）を中心とした事業活動を展開しており

ます。　

したがって、当社グループは製品の内容及びサービスの販売方法を基礎としたセグメントから構成されており、

「紙製品事業」「化成品事業」「その他事業」の３つを報告セグメントとしております。　

 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

EDINET提出書類

スーパーバッグ株式会社(E00675)

有価証券報告書

64/88



 

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 報告セグメント 調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額　　
（注）２ 紙製品事業 化成品事業 その他事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 13,686 13,119 6,688 33,495 ― 33,495

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 13,686 13,119 6,688 33,495 ― 33,495

セグメント利益 801 702 70 1,574 △656 918

セグメント資産 6,522 4,431 1,578 12,533 5,374 17,907

その他の項目       

減価償却費 255 79 0 335 21 356

持分法適用会社への
投資額

107 ― ― 107 ― 107

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

561 70 0 632 9 641
 

 

(注) １．調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△656百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
(2) セグメント資産の調整額5,374百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社

資産は、主に報告セグメントに帰属しない親会社での長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る
資産であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額9百万円は、主に親会社の管理部門に係る設備投資額で

あります。
２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

（単位：百万円）

 報告セグメント 調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額　　
（注）２ 紙製品事業 化成品事業 その他事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 13,725 12,658 6,698 33,082 ― 33,082

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 13,725 12,658 6,698 33,082 ― 33,082

セグメント利益 654 344 24 1,023 △703 320

セグメント資産 6,839 4,484 1,667 12,990 4,816 17,807

その他の項目       

減価償却費 277 83 0 360 20 381

持分法適用会社への
投資額

114 ― ― 114 ― 114

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

452 115 0 567 11 578
 

 

(注) １．調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△703百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
(2) セグメント資産の調整額4,816百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社

資産は、主に報告セグメントに帰属しない親会社での長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る
資産であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額11百万円は、主に親会社の管理部門に係る設備投資額

であります。
２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

EDINET提出書類

スーパーバッグ株式会社(E00675)

有価証券報告書

65/88



 

【関連情報】

前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

 
１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

（単位：百万円）

日本 中国 その他 合計

3,472 402 1 3,876
 

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

　

当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

 
１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

（単位：百万円）

日本 中国 その他 合計

3,628 443 0 4,072
 

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

２　重要な関連会社に関する注記

重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において、重要な関連会社はNARAI SUPERBAG CO.,LTD.であり、その要約財務情報は以下の

とおりであります。

　(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

流動資産合計 341 378

固定資産合計 56 52
   

流動負債合計 49 59

固定負債合計 13 14
   

純資産合計 335 357
   

売上高 372 428

税引前当期純利益 119 126

当期純利益 93 100
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

１株当たり純資産額 2,674.68円 2,853.12円

１株当たり当期純利益 355.21円 137.02円
 　
(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成29年10月１日を効力発生日として普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施してお

ります。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額

及び１株当たり当期純利益を算定しております。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 543 209

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益(百万円)
543 209

普通株式の期中平均株式数(株) 1,530,111 1,529,572
 

　　
４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

 前連結会計年度末
(平成29年３月31日)

当連結会計年度末
(平成30年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 4,224 4,514

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 132 151

（うち非支配株主持分(百万円)） (132) (151)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 4,091 4,363

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数(株)
1,529,807 1,529,295
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 714 607 2.8 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,087 1,123 1.5 ―

１年以内に返済予定のリース債務 61 64 2.4 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

2,379 2,096 1.6
平成31年４月30日～
平成36年11月29日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

401 343 2.2
平成31年４月30日～
平成35年12月29日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 4,643 4,235 ― ―
 

 

(注) １．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの

返済予定額は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 927 692 376 92

リース債務 65 157 24 24
 

 

【資産除去債務明細表】

債務計上すべき重要なものはないため、記載を省略しております。

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 7,836 15,881 25,696 33,082

税金等調整前
四半期(当期)純利益

(百万円) 80 107 429 356

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 52 55 276 209

１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 34.30 36.13 181.08 137.02
 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) 34.30 1.83 144.96 △44.08
 

(注) 当社は、平成29年10月１日を効力発生日として普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しておりま

す。これに伴い、当連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益

又は１株当たり四半期純損失(△)を算定しております。
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２ 【財務諸表等】
 

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,427 511

  受取手形 486 ※６  459

  売掛金 ※１  4,694 ※１  4,855

  電子記録債権 1,161 ※６  1,240

  商品及び製品 2,078 2,069

  仕掛品 297 349

  原材料及び貯蔵品 218 235

  前払費用 29 31

  未収入金 ※１  244 ※１  338

  繰延税金資産 92 77

  その他 12 31

  貸倒引当金 △2 △3

  流動資産合計 10,740 10,197

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※２  828 ※２  796

   構築物 10 10

   機械及び装置 ※５  518 ※５  572

   車両運搬具 2 0

   工具、器具及び備品 41 36

   土地 ※２  933 ※２  933

   リース資産 440 397

   建設仮勘定 34 230

   有形固定資産合計 2,808 2,978

  無形固定資産   

   ソフトウエア 3 6

   電話加入権 15 15

   無形固定資産合計 19 22

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,361 1,527

   関係会社株式 816 816

   事業保険金 86 83

   差入保証金 252 262

   前払年金費用 391 451

   繰延税金資産 9 -

   その他 10 7

   貸倒引当金 △17 △10

   投資その他の資産合計 2,910 3,137

  固定資産合計 5,738 6,138

 資産合計 16,479 16,335
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 2,024 ※６  1,915

  買掛金 ※１  2,922 ※１  2,905

  電子記録債務 2,027 ※６  2,106

  短期借入金 ※２  985 ※２  1,041

  リース債務 61 64

  未払金 ※１  442 ※１  462

  未払費用 57 89

  未払法人税等 192 22

  未払消費税等 94 24

  前受金 32 25

  預り金 14 40

  賞与引当金 216 205

  その他 86 232

  流動負債合計 9,158 9,134

 固定負債   

  長期借入金 ※２  2,200 ※２  1,952

  リース債務 401 343

  退職給付引当金 639 632

  役員退職慰労引当金 72 97

  環境対策引当金 4 4

  繰延税金負債 - 40

  固定負債合計 3,318 3,069

 負債合計 12,477 12,204

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,374 1,374

  資本剰余金   

   資本準備金 849 849

   その他資本剰余金 600 600

   資本剰余金合計 1,450 1,450

  利益剰余金   

   利益準備金 285 285

   その他利益剰余金   

    固定資産圧縮積立金 ※３  7 ※３  7

    特別償却準備金 ※３  4 ※３  2

    別途積立金 251 251

    繰越利益剰余金 702 743

   利益剰余金合計 1,251 1,289

  自己株式 △260 △261

  株主資本合計 3,815 3,853

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 186 284

  繰延ヘッジ損益 △0 △6

  評価・換算差額等合計 186 277

 純資産合計 4,002 4,130

負債純資産合計 16,479 16,335
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 ※１  31,186 ※１  30,652

売上原価 ※１  25,775 ※１  25,488

売上総利益 5,410 5,163

販売費及び一般管理費 ※１,※２  4,792 ※１,※２  5,017

営業利益 618 146

営業外収益   

 受取利息及び配当金 ※１  57 ※１  80

 為替差益 - 2

 受取賃貸料 18 18

 貸倒引当金戻入額 1 4

 受取保険金 - 3

 その他 17 21

 営業外収益合計 94 131

営業外費用   

 支払利息 70 65

 為替差損 43 -

 賃貸費用 8 8

 その他 3 3

 営業外費用合計 126 77

経常利益 586 200

特別利益   

 固定資産売却益 ※３  9 ※３  0

 投資有価証券売却益 0 0

 特別利益合計 9 0

特別損失   

 固定資産除却損 ※４  17 ※４  8

 特別損失合計 17 8

税引前当期純利益 578 191

法人税、住民税及び事業税 172 35

法人税等調整額 △0 25

法人税等合計 171 60

当期純利益 407 130
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 1,374 849 600 1,450

当期変動額     

剰余金の配当     

当期純利益     

固定資産圧縮積立金の

取崩
    

特別償却準備金の取崩     

税率変更による積立金

の調整額
    

自己株式の取得     

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 1,374 849 600 1,450
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産

圧縮積立金
特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 285 8 6 251 384 936

当期変動額       

剰余金の配当     △91 △91

当期純利益     407 407

固定資産圧縮積立金の

取崩
 △0   0 ―

特別償却準備金の取崩   △2  2 ―

税率変更による積立金

の調整額
 0 0  △0 ―

自己株式の取得       

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
      

当期変動額合計 ― △0 △2 ― 318 315

当期末残高 285 7 4 251 702 1,251
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 (単位：百万円)

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △259 3,501 173 △19 154 3,656

当期変動額       

剰余金の配当  △91    △91

当期純利益  407    407

固定資産圧縮積立金の

取崩
 ―    ―

特別償却準備金の取崩  ―    ―

税率変更による積立金

の調整額
 ―    ―

自己株式の取得 △1 △1    △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  12 19 31 31

当期変動額合計 △1 314 12 19 31 345

当期末残高 △260 3,815 186 △0 186 4,002
 

　　

EDINET提出書類

スーパーバッグ株式会社(E00675)

有価証券報告書

74/88



 

 当事業年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 1,374 849 600 1,450

当期変動額     

剰余金の配当     

当期純利益     

固定資産圧縮積立金の

取崩
    

特別償却準備金の取崩     

税率変更による積立金

の調整額
    

自己株式の取得     

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 1,374 849 600 1,450
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産

圧縮積立金
特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 285 7 4 251 702 1,251

当期変動額       

剰余金の配当     △91 △91

当期純利益     130 130

固定資産圧縮積立金の

取崩
 △0   0 ―

特別償却準備金の取崩   △2  2 ―

税率変更による積立金

の調整額
 ― ―  ― ―

自己株式の取得       

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
      

当期変動額合計 ― △0 △2 ― 41 38

当期末残高 285 7 2 251 743 1,289
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 (単位：百万円)

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △260 3,815 186 △0 186 4,002

当期変動額       

剰余金の配当  △91    △91

当期純利益  130    130

固定資産圧縮積立金の

取崩
 ―    ―

特別償却準備金の取崩  ―    ―

税率変更による積立金

の調整額
 ―    ―

自己株式の取得 △1 △1    △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  97 △6 91 91

当期変動額合計 △1 37 97 △6 91 128

当期末残高 △261 3,853 284 △6 277 4,130
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(重要な会計方針)

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品、原材料

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

 

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　３～50年

機械及び装置　２～17年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で

均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員(使用人兼務役員を含む)賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により費用

処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(5) 環境対策引当金

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）の処分に関する支出に備えるため、今後の処分見込額を計上しております。

 

４　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

(2) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については振当

処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

(3) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。　

(4) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

短期金銭債権 225百万円 239百万円

短期金銭債務 202　〃 190　〃
 

 

※２　担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

建物 301百万円 283百万円

土地 426　〃 426　〃

計 728百万円 710百万円
 

 

(2) 担保に係る債務

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

短期借入金 836百万円 826百万円

長期借入金 1,634　〃 1,518　〃

計 2,470百万円 2,344百万円
 

 

※３　固定資産圧縮積立金、特別償却準備金は租税特別措置法に基づいて計上したものであります。

 
　４　保証債務

下記の関係会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

㈱中土製袋所 229百万円 176百万円

北海道スーパーバッグ㈱ 168　〃 141　〃

上海世霸包装材料有限公司 441　〃 534　〃

計 839百万円 852百万円
 

 

※５　圧縮記帳額

国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は、次のとおりでありま

す。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

圧縮記帳額（機械及び装置） 12百万円 12百万円
 

　

※６　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

受取手形 　　　　　　　　　― 57百万円

電子記録債権 　　　　　　　　　― 64百万円

支払手形 　　　　　　　　　― 8百万円

電子記録債務 　　　　　　　　　― 10百万円
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(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

営業取引による取引高   

売上高 1百万円 6百万円

仕入高等 1,057　〃 1,086　〃

営業取引以外の取引による取引高 32　〃 53　〃
 

　

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

運送費及び保管料 2,590百万円 2,711百万円

給料及び手当 1,154 〃 1,232 〃

賞与引当金繰入額 109 〃 104 〃

退職給付費用 67 〃 62 〃

役員退職慰労引当金繰入額 12 〃 24 〃

減価償却費 30 〃 25 〃
 

　
おおよその割合

販売費 　　　　　　　86.3％ 　　　　　　　86.0％

一般管理費 　　　　　　　13.7〃 　　　　　　　14.0〃
 

　

※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

機械及び装置 9百万円 ―百万円

車両運搬具 ―　〃 0　〃

計 9百万円 0百万円
 

　

※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

建物 1百万円 4百万円

構築物 0　〃 0　〃

機械及び装置 0　〃 0　〃

車両運搬具 0　〃 0　〃

工具、器具及び備品 0　〃 0　〃

解体撤去費用 16　〃 4　〃

計 17百万円 8百万円
 

　

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額
  (単位：百万円)

区分
前事業年度末

(平成29年３月31日)
当事業年度末

(平成30年３月31日)

子会社株式 740 740

関連会社株式 75 75

計 816 816
 

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるもので
あります。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(1) 流動資産

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産　　貸倒引当金 0百万円 0百万円

賞与引当金 66　〃 62　〃

未払事業税・地方法人
特別税・事業所税

23　〃 9　〃

繰延ヘッジ損益 0　〃 2　〃

その他 1　〃 2　〃

繰延税金資産合計 92百万円 78百万円

繰延税金負債　　還付地方法人特別税 ―百万円 △1百万円

繰延税金負債合計 ―百万円 △1百万円

繰延税金資産の純額 92百万円 77百万円
 

 

(2) 固定資産

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産　　貸倒引当金 5百万円 3百万円

退職給付引当金 75　〃 55　〃

役員退職慰労引当金 22　〃 29　〃

その他 11　〃 11　〃

繰延税金資産小計 114百万円 99百万円

評価性引当額 △21　〃 △14　〃

繰延税金資産合計 93百万円 85百万円

繰延税金負債　　固定資産圧縮積立金 △3百万円 △3百万円

特別償却準備金 △2　〃 △0　〃

その他有価証券評価
差額金

△78　〃 △121　〃

その他 △0　〃 △0　〃

繰延税金負債合計 △84百万円 △125百万円

繰延税金資産（△は負債）の純額 9百万円 △40百万円
 

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

法定実効税率 30.69％ 30.69％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.95〃 2.95〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.83〃 △9.21〃

評価性引当額の増減（△は減少） △1.33〃 △3.62〃

住民税均等割等 2.79〃 8.45〃

生産性向上設備投資促進税制による税額控除 △2.11〃 ―〃

その他 0.46〃 2.49〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.62％ 31.75％
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産 建物 828 31 4 58 796 2,449

構築物 10 1 0 1 10 204

機械及び装置 518 184 0 130 572 6,940

車両運搬具 2 ― 0 1 0 39

工具、器具
及び備品

41 14 0 18 36 507

土地 933 ― ― ― 933 ―

リース資産 440 7 ― 50 397 164

建設仮勘定 34 425 229 ― 230 ―

計 2,808 664 234 260 2,978 10,306

無形固定資産 ソフトウェア 3 4 ― 1 6 ―

電話加入権 15 ― ― ― 15 ―

計 19 4 ― 1 22 ―
 　
(注) １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 所沢工場 空調設備一式 19百万円

機械及び装置 所沢工場 製袋機一式 100百万円

  NC成形装置改造 25百万円

  把手製袋機3台 23百万円

建設仮勘定 所沢工場 製袋機一式 103百万円

 鶴ヶ島工場 印刷機一式 89百万円
 

２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 旧大阪配送センター 設備一式 1百万円
 

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 20 13 20 13

賞与引当金 216 205 216 205

役員退職慰労引当金 72 24 ― 97

環境対策引当金 4 ― ― 4
 

　

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告によることとしております。
ただし、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合には、東京都
において発行する日本経済新聞に掲載する方法により行います。
当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおりであります。
　http://www.superbag.co.jp/

株主に対する特典 なし
 

 

(注) 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができませ

ん。

　　　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　取得請求権付株式の取得を請求する権利

　　　募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】
 

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】
 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第80期(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)　平成29年６月29日関東財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第80期(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)　平成29年６月29日関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書及び確認書

第81期第１四半期(自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日)　平成29年８月10日関東財務局長に提出。

第81期第２四半期(自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日)　平成29年11月14日関東財務局長に提出。

第81期第３四半期(自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日)　平成30年２月14日関東財務局長に提出。

 

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づ

く臨時報告書

平成29年6月30日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

スーパーバッグ株式会社(E00675)

有価証券報告書

85/88



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成30年６月28日

スーパーバッグ株式会社

取締役会　御中

 

 東陽監査法人
 

 
指 定　社 員

業務執行社員
 公認会計士 　北　　島　　　緑 ㊞

 

 
指 定　社 員

業務執行社員
 公認会計士 　平　　井　　　肇 ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるスーパーバッグ株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

スーパーバッグ株式会社及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、スーパーバッグ株式会社の平

成30年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、スーパーバッグ株式会社が平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
　

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成30年６月28日

スーパーバッグ株式会社

取締役会　御中

 

 東陽監査法人
 

 
指 定　社 員

業務執行社員
 公認会計士 　北　　島　　　緑 ㊞

 

 
指 定　社 員

業務執行社員
 公認会計士 　平　　井　　　肇 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるスーパーバッグ株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第81期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、スー

パーバッグ株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
　

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象に含まれていません。
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